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55条-1 

 

 

 

＜概 要＞ 

 

試験研究用等原子炉施設の設置許可基準規則の要求事項を明確化するとともに、それら要求に対

する高速実験炉原子炉施設の適合性を示す。 
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1. 要求事項の整理 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ

炉心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ

－Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉

心（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする【「炉心の変更」に関する基本方針：別紙 1参照】。

試験炉設置許可基準規則第 55条における要求事項等を第 1.1表に示す。 

 

 

第 1.1表 試験炉設置許可基準規則第 55条における要求事項 

及び本申請における変更の有無（1/2） 

 

要求事項 
変更 

の有無 

１ 試験研究用等原子炉施設（ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施

設に限る。以下この章において同じ。）には、次に掲げるところにより、一次冷却系

統設備を設けなければならない。 

一 破損し、一次冷却材の漏えいが発生しないものとすること。 

二 適切な冷却能力を有するものとすること。 

三 原子炉容器内部構造物の変形、破損その他の一次冷却材の流路が確保されな

いおそれがある事象が発生した場合において、炉心の冷却機能を維持できるも

のとすること。 

【解釈】 

・ 第 1項第 1号に規定する「破損し、一次冷却材の漏えいが発生しないもの」

とは、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、

予想される静的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに

対し十分に耐えるものをいう。 

・ 第 1 項第 3 号に規定する「炉心の冷却機能を維持できるもの」とは、構造

物等の変形、破損、はく離等により、冷却機能を維持するよう燃料体の冷却

機能が阻害される可能性が小さくなるよう考慮されたものをいう。 

有 
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第 1.1表 試験炉設置許可基準規則第 55条における要求事項 

及び本申請における変更の有無（2/2） 

 

要求事項 
変更 

の有無 

２ 試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材バウンダ

リ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器を設けなければならない。 

一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝撃、

炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張

による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウ

ンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムによ

り腐食するおそれがないものとすること。 

二 原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても一次冷却材の液位を

必要な高さに保持するものとすること。 

三 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が

生じないよう、十分な破壊じん性を有するものとすること。 

四 原子炉冷却材バウンダリからの一次冷却材の漏えいを検出する装置を有する

ものとすること。 

五 原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えいを検出す

る装置を有するものとすること。 

【解釈】 

・ 第 2 項第 1 号に規定する「熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張による熱

応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリ

を構成する機器に加わる負荷に耐える」とは、構造材料のクリープ特性、定

常的及び過渡的熱応力に耐えることをいう。 

・ 第 2 項第 1 号に規定する「ナトリウムにより腐食するおそれがないものと

すること」とは、ナトリウム及び材料の共存性（腐食及び質量移行）につい

て配慮することをいう。 

・ 第 2 項第 2 号に規定する「原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合に

おいても一次冷却材の液位を必要な高さに保持するものとすること」とは、

一次冷却材の流量喪失や流出が生じた場合でも冷却機能を確保し、崩壊熱を

除去し得ることをいう。 

・ 第 2 項第 4 号に規定する「原子炉冷却材バウンダリからの一次冷却材の漏

えいを検出する装置を有するものとすること」とは、原子炉冷却材バウンダ

リが、一次冷却材の漏えい又はバウンダリの破損の発生する可能性が極めて

小さくなるよう考慮された設計であるとともに、一次冷却材の漏えいがあっ

た場合、その漏えいを速やかに、かつ、確実に検出できる機能を有すること

をいう。 

有 

３ 試験研究用等原子炉施設の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバ

ウンダリの必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができる設備を設

けなければならない。 

有 
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2. 設置許可申請書における記載 

添付 1 参照 

 

3. 設置許可申請書の添付書類における記載 

3.1 安全設計方針 

（１）設計方針 

添付 2 参照 

 

（２）適合性 

添付 3 参照 

 

3.2 気象等 

該当なし 

 

3.3 設備等 

添付 4 参照 
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4. 要求事項への適合性 

4.1 原子炉容器 

原子炉容器は、円筒形の胴部に、全半球形鏡板を底部に付した鋼製容器であり、所要のノズルを

有する（第 4.1.1 図参照）。原子炉容器の主要ノズルは、冷却材入口ノズル及び冷却材出口ノズル

であり、冷却材入口ノズルについては原子炉容器の下部の全半球形鏡板の 2ヶ所に、冷却材出口ノ

ズルについては原子炉容器の胴部の上部の 2ヶ所に取り付けられる。また、原子炉容器の円筒胴の

内部の下端付近には、炉心構造物を支持する炉心支持台（コアサポート）が設けられる。１次冷却

材は、冷却材入口ノズルより原子炉容器内に流入し、原子炉容器底部の全半球形鏡板と炉心構造物

の間に形成される高圧プレナムを経由して、炉心構造物内に導入される。その後、１次冷却材は、

炉心構造物及び炉心構成要素を経由して、最終的に、冷却材出口ノズルより流出する【原子炉容器

内における１次冷却材の流路：別紙 2 参照】。なお、原子炉容器の上部には、回転プラグが設けら

れる。 

原子炉容器にあっては、原子炉容器本体が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、後述する

回転プラグは原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉

カバーガス等のバウンダリに該当する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基

準事故時に生ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、

膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成

する機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食するおそれがないように、

また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう、

十分な破壊じん性を有するように設計する【原子炉容器及び１次主冷却系等における破壊じん性

の考慮：別紙 3参照】。また、原子炉容器において冷却材を保持する部分については、二重構造（リ

ークジャケットを有する構造）とするとともに、仕切板等により容積を制限することにより、万一、

原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大

を防止し、１次冷却材の液位を１次主冷却系による崩壊熱の除去に必要な高さ（原子炉容器通常ナ

トリウム液位－810mm）に保持できるものとする【二重構造間隙の容積：別紙 4参照】。さらに、当

該二重構造の間隙には、容器形状も考慮し、漏えいしたナトリウムが堆積する下部の適切な位置に、

単純な構造を用いた信頼性の高いナトリウム漏えい検出器を複数設けることで、原子炉冷却材バ

ウンダリからの１次冷却材（ナトリウム）の漏えいを速やかに、かつ、確実に検出できるものとす

る【原子炉冷却材バウンダリに係るナトリウム漏えい検出器の構造及び配置：別紙 5参照】。なお、

当該二重構造の間隙には、窒素ガス予熱系の予熱用窒素ガス加熱器により加熱された窒素ガスを

通気し、原子炉容器を予熱できるものとする。 

原子炉容器は、その上部フランジを、ペデスタル（原子炉建物の一部）に固定し、支持されるも

のとする。また、原子炉容器の底部には、同心円筒振止め構造のスカートを設け、生体遮へいコン

クリート（原子炉建物の一部）で支持するものとし、原子炉容器の熱膨張を吸収する一方で、地震

力等による原子炉容器の振動を防止する。 

高速中性子が照射される炉心部付近の原子炉容器壁は、不連続点や応力集中が生じない形状と

するとともに、炉心の第 9、10列に装荷された遮へい集合体や炉心構造物の中性子遮へい体（多層

構造）等により、プラント寿命中の過度の高速中性子照射を防止し、有効運転時間 20 年間の寿命

中に中性子照射に起因する損傷によって、原子炉の運転に支障が生じることがないものとし、かつ、
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原子炉容器は、中性子照射に起因する非延性破壊を考慮し、原子炉容器材料の中性子照射による機

械的性質の変化を監視するための各種試験片を、原子炉容器内で照射し、定期的に取り出して、そ

の健全性を確認できる構造とする。また、原子炉スクラム時の急激な熱衝撃を低減するため、原子

炉容器内壁には、熱遮へい板を取り付けるものとする。原子炉容器の主な仕様を以下に示す。 

 

型式 たて置円筒形二重容器 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼（ＳＵＳ３０４） 

全高 約 10m 

胴内径 約 3.6m 

胴厚さ 約 25mm 

高圧プレナム壁厚さ 約 25mm 

設計圧力 上部 1.0kg／cm2[gage]（約 98kPa[gage]） 

高圧プレナム 7.2kg／cm2[gage]（約 0.71MPa[gage]） 

運転圧力 上部 約 0.01kg／cm2[gage]以下（約 0.98kPa[gage]以下）（カバーガス部） 

高圧プレナム 約 5kg／cm2[gage]以下（約 0.49MPa[gage]以下） 

設計温度 550℃ 

運転温度 原子炉容器入口冷却材温度 約 350℃ 

原子炉容器出口冷却材温度 約 456℃ 

設計制限中性子照射量（＞1MeV） 1020n/cm2 

加熱冷却速度 50℃／h 

 

多量の放射性物質等を放出する事故等時 

原子炉容器には、多量の放射性物質等を放出するおそれがある事故のうち、原子炉容

器液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失又は交流動力電源が存在し、かつ原子炉容

器液位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失事象が発生した場合に、炉心の著しい損

傷を防止するため、コンクリート遮へい体冷却系により、原子炉容器外壁に窒素ガス

を通気し、原子炉停止後の炉心を冷却できるようにリークジャケットを整備する。 

リークジャケットは原子炉容器等の原子炉冷却材バウンダリの外周に独立に設置

する。リークジャケットの主な仕様を以下に示す。 

 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼（ＳＵＳ３０４） 

胴内径 約3.7m 

胴厚さ 約 12mm 
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第 4.1.1図 原子炉容器  
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4.2 回転プラグ 

回転プラグは、大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構から構成する。炉心上部機構は小

回転プラグに、小回転プラグは大回転プラグに設置される。また、小回転プラグには、炉心上部機

構の他に、燃料交換機用孔（燃料出入孔と兼用）及び炉内検査孔（A）等が、大回転プラグには、

小回転プラグの他に、炉内検査孔（B）及びマンホール等が設けられる。また、回転プラグには、

窒素ガス冷却管等が付属される。 

大回転プラグ及び小回転プラグは、異なる回転中心（偏心距離：500mm）を有し、独立に回転す

ることができる。大回転プラグ及び小回転プラグの回転は、それぞれのプラグの外周に設けられた

歯車を駆動することで行われる。なお、大回転プラグ及び小回転プラグの回転中にあっては、大回

転プラグ及び小回転プラグはそれぞれのプラグ上面のフランジ下部に設けたボールベアリングに

より支持される。当該フランジには、センターホールジャッキ機構が取り付けられており、回転時

にのみ、プラグの荷重がボールベアリングに負荷されるものとする。原子炉運転中にあっては、小

回転プラグは大回転プラグに、大回転プラグは、原子炉容器の上部フランジに直接支持されるため、

ボールベアリングに負荷は生じない。また、原子炉カバーガス等のバウンダリとしての気密確保は、

液体金属シールとバックアップシールにより行う。 

回転プラグは、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの放射線の遮蔽

機能を有する。また、大回転プラグ及び小回転プラグは、燃料交換時において、小回転プラグの上

面に設置される燃料交換機を所定の位置に移動させる機能等を有する。大回転プラグの直径は最

大約 4,700mm、小回転プラグの直径は最大約 2,870mmである。回転プラグの構造を第 4.2.1図に示

す。 

大回転プラグ及び小回転プラグに設ける遮蔽体は、4層に分類し、下方からステンレス鋼層、グ

ラファイト層、ほう素入り鋼層、炭素鋼層から構成する。なお、ステンレス鋼層の最下層に位置す

る約 150mm の部分は、通常時において冷却材中に位置し、その発熱は、冷却材により除熱される。

なお、当該部は、原子炉容器内冷却材液面の変動を抑制し、ガスの巻き込みを防止する機能も有す

る。また、大回転プラグ及び小回転プラグにおいて、原子炉容器内より上方に伝導される熱は、窒

素ガスにより除熱される。 

炉心上部機構は、通常運転時において、炉心の直上に位置し、遮蔽部、胴、整流板、熱電対及び

熱電対案内フィンガ等から構成する（第 4.2.2 図参照）。上述のように、炉心上部機構は回転プラ

グの一部として、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの放射線の遮蔽

機能を有する。遮蔽部は、下方からステンレス鋼層、グラファイト層、ほう素入り鋼層、炭素鋼層

から構成する。原子炉容器内より上方に伝導される熱は、窒素ガスにより除熱される。また、炉心

上部機構は、その他に以下に示す主な機能を有する。 

（１）下部に設けた熱電対案内フィンガに熱電対を案内保護し、燃料集合体及びその周辺部の集

合体出口冷却材温度を測定する。なお、熱電対は、案内管により、炉心上部機構上面から熱

電対案内フィンガ先端に導入される。 

（２）制御棒駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管を所定の貫通孔にて案内保護し、制御棒を

所定の位置に支持する。 

（３）計測線付Ｃ型照射燃料集合体を使用する際には、計測線付Ｃ型照射燃料集合体を所定の貫

通孔にて案内保護・支持する。貫通孔位置を第 4.2.3図に示す。 
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（４）計測線付実験装置を使用する際には、計測線付実験装置を所定の貫通孔にて案内保護・支

持する。 

炉心上部機構の胴部は、熱電対案内フィンガ及び整流板等を保持するとともに、熱電対、制御棒

駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管、計測線付Ｃ型照射燃料集合体や計測線付実験装置の案

内保護を行うものとし、炉心上部機構は、熱変形・熱衝撃を十分に考慮し、制御棒駆動機構及び制

御棒駆動機構上部案内管による制御棒のラッチ、また、集合体出口冷却材温度の測定を正しく行う

ことができるように、炉心と炉心上部機構の相対的位置が正しく保持されるよう注意して設計す

るものとする。なお、熱電対案内フィンガは、熱電対先端を保護するために、整流板は、目的の集

合体出口冷却材温度を可能な限り外乱を排除して測定するために設けられるものである。また、炉

心上部機構のうち、高温の冷却材中に位置するものの材料には、オーステナイト系ステンレス鋼を

使用するものとする。 

回転プラグの主な仕様を以下に示す。 

 

大回転プラグ及び小回転プラグ 

大回転プラグ最大直径 約 4,700mm 

小回転プラグ最大直径 約 2,870mm 

厚さ 約 2,500mm 

主要材料 ステンレス鋼、炭素鋼及びグラファイト 

シール方式 主シール 液体金属 

バックアップ ラバー 

回転速度 約 1／20r.p.m. 

炉心上部機構 

全高 約 6,300mm 

胴径 約 1,000mm 

熱電対案内フィンガ数 炉心及び周辺部 115本 
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第 4.2.2図 炉心上部機構 
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第 4.2.3図 貫通孔位置 
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4.3 炉心構造物 

炉心構造物は、炉心支持構造物と炉心バレル構造物から構成する（第 4.3.1 図参照）。炉心支持

構造物は、炉心支持板と支持構造体で構成され、炉心バレル構造物は、バレル構造体と中性子遮へ

い体で構成される。原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付けられた冷却

材入口ノズルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合体に導入され、原

子炉容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。炉心構造物は、その耐用年数に

おいて、炉心構成要素を所定の位置に確実に保持するとともに、炉心構造物を含めた原子炉容器内

部構造物等は、その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の冷却機能が阻害される可能性が

小さくなるように、材料選定、設計及び製作を行うとともに、１次冷却材の流路は、原子炉容器内

部構造物の変形、破損及びはく離等が生じた場合にあっても、炉心の冷却機能を維持するよう設計

する。なお、炉心構造物については、原子炉容器内の熱的条件、化学的条件及び放射線条件を踏ま

え、使用経験が豊富なオーステナイト系ステンレス鋼を使用するものとする。炉心構造物の主な仕

様を以下に示す。 

 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼 

全高 約 3,680mm 

外径 約 2,520mm 

設計圧力（高圧プレナム圧力） 7.2kg／cm2[gage]（約 0.71MPa[gage]） 

 

炉心支持構造物は、炉心構成要素を下部から支持するとともに、原子炉容器内の１次冷却材の流

路の一部を形成するものである。主な機能を以下に示す。 

（１）炉心重量を支持する。 

（２）炉心構成要素の下端の位置を決定し、整列させる。 

（３）原子炉容器内の１次冷却材の流路の一部を形成するとともに、燃料集合体等に対して、そ

の出力分布に応じた冷却材流量を配分する。なお、冷却材流量の配分は、十分な実験的研究

に基づき、正確に行えるように配慮する。 

（４）ハイドロリックホールドダウンにより、炉心燃料集合体を炉心支持板に保持する。 

炉心バレル構造物は、炉心構成要素を側面から支持するとともに、原子炉容器の中性子照射量を

低減するための遮蔽として機能するものとする。なお、バレル構造体には、炉内燃料貯蔵ラックが

形成される。主な機能を以下に示す。 

（１）炉心構成要素を側面から支持し、水平方向の所定の位置に整列させる。 

（２）炉内燃料貯蔵ラックを形成し、炉心構成要素の一時貯蔵及び冷却を行う。なお、炉内燃料

貯蔵ラックには、30体の炉心構成要素を装荷できるものとする。 

（３）炉心の外側に漏れ出る中性子を遮蔽する。 

  

[16]



55条-14 

 

 

 

第 4.3.1図 炉心構造物 
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4.4 １次主冷却系 

4.4.1 概要 

原子炉施設には、一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、二つの回路

から構成し、各回路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内の冷却材液面を一定に

保持するため、オーバフローカラムを設ける。１次冷却材には、液体ナトリウムが用いられ、通

常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷却を行った後、又

は原子炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱を除去した後、主中間

熱交換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。１次主冷却系は、通常運転時、運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、予想される静的及び動的圧力、熱応力、地

震力等あるいはそれらの組合せに対し十分に耐えるように、また、２次主冷却系と相まって、適

切な冷却能力を有するように設計する。主な仕様を以下に示す。 

 

原子炉熱出力 100MW 

全流量 約 2,700t／h 

ループ（回路）数 2回路 

1ループ当たりの流量 約 1,350t／h 

原子炉出口冷却材温度 約 456℃＊ 

原子炉入口冷却材温度 約 250～約 350℃ 

原子炉入口冷却材圧力 約 5kg／cm2[gage]（約 0.49MPa[gage]） 

＊：原子炉入口冷却材温度約 350℃における値である。 

設計温度 ホットレグ 550℃ 

コールドレグ 450℃ 

 

4.4.2 主要設備 

4.4.2.1 主中間熱交換器 

主中間熱交換器は、１次主冷却系の二つのループに 1 基ずつ設けられる。主中間熱交換器

は、たて置シェルアンドチューブ型熱交換器（第 4.4.1図参照）であり、１次冷却材は胴側側

面の１次入口ノズルから流入し、伝熱管外側を下向きに流れ、胴側下方の出口ノズルから流出

する。２次冷却材は上端中央入口ノズルから下降管を通って下部プレナムに入り伝熱管内を

上昇し、上部プレナムを通って上端の出口ノズルから流出する。主中間熱交換器は保守点検が

容易なように内部を引き出すことができる構造とする。また、下部プレナムの軸方向変位を可

能とすることによって、伝熱管の熱応力を緩和する。なお、１次冷却材（１次主冷却系）の圧

力は、２次冷却材（２次主冷却系）より低くするものとし、万一の伝熱管破損の場合に、１次

冷却材が２次冷却材中に流入し、１次冷却材中の放射性物質が、２次冷却材中に混入すること

（汚染が拡大すること）を防止できるものとする。主中間熱交換器の主な仕様を以下に示す。 

 

型式 たて置シェルアンドチューブ型 

基数 2基 

容量（定格） 50MW／基 
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使用材料 ステンレス鋼 

設計圧力（耐圧部） 胴部 1kg／cm2[gage]（約 98kPa[gage]） 

管部 5kg／cm2[gage]（約 0.49MPa[gage]） 

設計温度 550℃ 

１次冷却材流量 約 1,350t／h／基 

２次冷却材流量 約 1,200t／h／基 

 

4.4.2.2 １次主循環ポンプ 

１次主循環ポンプは、１次主冷却系の二つのループに 1基ずつ設けられる。１次主循環ポン

プは、たて軸自由液面型遠心式ポンプ（第 4.4.2図参照）であり、ポンプ本体（内部構造）と

本体を収納するアウターケーシングから構成する。ポンプ本体は、インペラ、ディフューザ、

軸、軸受、軸封機構、熱遮へい及びガンマ線遮へいプラグ等を組み立てたものであり、メンテ

ナンス時には、配管に溶接されたアウターケーシングを残して、ポンプ本体のみを引き出すこ

とができる構造を有する。外ケーシングのうち、冷却材であるナトリウムに接液する部分には、

ジャケットを設け、二重構造とし、万一、当該部（原子炉冷却材バウンダリ）の破損が生じた

場合にあっても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止できるものとする。また、当該

二重構造の間隙にナトリウム漏えい検出器を設けることで、ナトリウム漏えいの早期検知を

図る。 

主中間熱交換器出口から、１次主循環ポンプに流入する冷却材は、アウターケーシングの吸

込口から主循環ポンプ内部に導入され、インペラにより加圧された後、ディフューザを経由し、

高圧室を通過して、吐出口から流出する。また、高圧の冷却材の一部は、ポンプ本体下部のナ

トリウム潤滑静圧軸受に供給され、当該静圧軸受から流出した冷却材は、主循環ポンプ内の冷

却材液面を一定に保持するために設けたオーバフローノズルからオーバフローカラムに導入

される。 

１次主循環ポンプは、冷却材の自由液面を有する。当該自由液面のカバーガスとしてアルゴ

ンガスを用いる。また、その原子炉カバーガス等のバウンダリにおいては、メカニカルシール

を使用する。１次主循環ポンプのメカニカルシール及び軸受には、潤滑油を用いるものとする

が、潤滑油の供給等に用いる潤滑油ポンプ等については、密封回路とし、カバーガスの漏えい

を防止できるものとするとともに、供給した潤滑油が冷却材中に混入することを防止できる

構造とする。 

ポンプ本体は、軸継手を介して、その上部に設置された駆動用主電動機と接続される。１次

主循環ポンプの流量は、当該主電動機の回転数を制御することで調整する。流量調整範囲は、

約 10～100％の間で連続可変とする。また、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時（外

部電源喪失時及び１次主循環ポンプに係る故障時を除く。）には、１次主循環ポンプの回転数

が約 10 秒の時定数で慣性降下するものとし、１次主循環ポンプの駆動用主電動機による強制

循環運転（低速運転：ランバック制御）にて一定流量で運転できるものとする。なお、１次主

循環ポンプの駆動用主電動機の電源が喪失した場合にあっては、１次主循環ポンプの回転数

が約 10 秒の時定数で慣性降下し、１次主循環ポンプのポニーモータによる強制循環運転によ

る一定流量運転に移行するものとする。１次主循環ポンプの主な仕様を以下に示す。 
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型式 たて軸自由液面型遠心式 

基数 2基 

容量（定格） 約 1,350t／h／基 

揚程（定格） 約 60mNa 

運転温度 約 350℃ 

設計温度 450℃ 

 

4.4.2.3 配管 

１次冷却材は、原子炉容器出口ノズルより流出し、主中間熱交換器及び１次主循環ポンプを

経由して、原子炉容器入口ノズルから原子炉容器内に還流する。これらの機器を接続する配管

は、ステンレス鋼製の二重管構造（配管（内側）及び配管（外側）から構成）とし、万一、原

子炉冷却材バウンダリである配管（内側）の破損が生じた場合にあっても、冷却材であるナト

リウムの漏えい拡大を防止できるものとする。また、１次主冷却系には、１次主循環ポンプ内

の冷却材液面を一定に保持するためのオーバフローカラム、及び原子炉容器入口ノズルの上

流に原子炉容器内の１次冷却材が逆流することを防止するための逆止弁を設ける。配管の主

な仕様を以下に示す。 

 

材質 ステンレス鋼 

外形寸法 約 510mm（原子炉容器出口配管） 

 

4.4.2.4 多量の放射性物質等を放出する事故等時 

１次主冷却系は、多量の放射性物質等を放出するおそれがある事故のうち、１次主冷却系配

管において設計基準の範囲を超えて冷却材が漏えいし、原子炉容器液位確保機能喪失による

崩壊熱除去機能喪失事象が発生した場合に、炉心の著しい損傷を防止するため、補助冷却設備

による炉心冷却に必要な原子炉容器液位（原子炉容器通常ナトリウム液位－4,000mm）を確保

するものとする。 

原子炉容器入口配管の高所部は、補助冷却設備による炉心冷却に必要な原子炉容器液位よ

りも高い位置とし、かつ、冷却材漏えい時に受動的に機能する１次主冷却系サイフォンブレー

ク配管を設けることで、１次主冷却系において、設計基準の範囲を超えて冷却材が漏えいした

場合にあっても、補助冷却設備による炉心冷却に必要な原子炉容器液位を確保する設計とす

る。 
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第 4.4.1図 主中間熱交換器  
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第 4.4.2図 １次主循環ポンプ  
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4.5 １次アルゴンガス系 

１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備であり、供

給タンク、呼吸ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク及び真空ポンプ等から構成する。１次主冷却系等

のカバーガスの圧力は、通常運転時において、格納容器内の圧力に対して微正圧に制御される。１

次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダ

は、供給タンク及び低圧タンクに接続される。これらの構成機器、配管のうち、ナトリウムが到達

する可能性がある主な配管及び呼吸ガス圧力調整ヘッダ等はステンレス鋼を用い、その他の供給

タンク及び低圧タンク等には炭素鋼を用いる。カバーガスの圧力は、冷却材の温度変化により変動

するため、呼吸ガス圧力調整ヘッダ等に圧力計を設置して監視し、圧力が上昇した際には、呼吸ガ

ス圧力調整ヘッダより低圧タンクにアルゴンガスを排気することで、圧力が低下した際には、供給

タンクより呼吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、カバーガスの圧力を定め

られた範囲内（約 0.2～約 1.0kPa[gage]）に制御する。また、この圧力計によりカバーガスの圧力

を監視するとともに、圧力が低下した際の供給弁の「開」動作の頻度を中央制御室の制御盤の動作

信号により監視することで、原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えい

を検出する【１次主冷却系のカバーガス圧力の制御：別紙 6 参照】。なお、低圧タンクに排気され

たアルゴンガスは、必要の都度、気体廃棄物処理設備に排出される。また、供給タンクのアルゴン

ガスは、回転プラグのシールガスや核燃料物質取扱設備のパージガスとしても使用される。真空ポ

ンプは、ナトリウムの初期充填時に原子炉容器や１次主冷却系等の内部空気を排出するために用

いられるものである。 

原子炉冷却系統施設にあっては、１次主冷却系、１次補助冷却系及びナトリウム充填・ドレン設

備の一部が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、１次主冷却系にあっては、冷却材の自由液

面を有するものがある。当該自由液面のカバーガスとしてアルゴンガスを用いるため、１次主循環

ポンプ、オーバフローカラム及び１次アルゴンガス系の一部が原子炉カバーガス等のバウンダリ

に該当する。 

 

4.6 ナトリウム予熱設備 

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇所には、ナトリウム

を液体の状態に保つことができるように、ナトリウム予熱設備を設ける。また、ナトリウム及びカ

バーガスを保有する設備（原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを除く。）

にも、同様に、必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるようにナトリウム予

熱設備を設ける。ナトリウム予熱設備は、必要な機器・配管を約 150℃に予熱できるものとする。

１次冷却系予熱設備は、窒素ガス予熱系及び電気ヒータ予熱系から構成する。窒素ガス予熱系は、

原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器、主中間熱交換器、１次主循環ポンプ及び配管等の

二重構造を有する機器等に用いられるものであり、予熱用窒素ガス加熱器により加熱された窒素

ガスを二重構造の間隙に通気することで機器等を予熱する。電気ヒータ予熱系は、上記以外の機器

等に用いられ、機器等の外側に設置した電気ヒータにより機器等を予熱する。 
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4.7 要求事項（試験炉設置許可基準規則第 55条）への適合性説明 

 

（一次冷却系統設備） 

第五十五条 試験研究用等原子炉施設（ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施設

に限る。以下この章において同じ。）には、次に掲げるところにより、一次冷却系統設備を設

けなければならない。 

一 破損し、一次冷却材の漏えいが発生しないものとすること。 

二 適切な冷却能力を有するものとすること。 

三 原子炉容器内部構造物の変形、破損その他の一次冷却材の流路が確保されないおそれが

ある事象が発生した場合において、炉心の冷却機能を維持できるものとすること。 

２ 試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材バウンダリ及び原子

炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器を設けなければならない。 

一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝撃、炉心の反応度

の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張による熱応力その他の原子

炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器に加わる負荷に

耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食するおそれがないものとすること。 

二  原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても一次冷却材の液位を必要な高

さに保持するものとすること。 

三 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよ

う、十分な破壊じん性を有するものとすること。 

四 原子炉冷却材バウンダリからの一次冷却材の漏えいを検出する装置を有するものとする

こと。 

五 原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えいを検出する装置を有

するものとすること。 

３ 試験研究用等原子炉施設の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリ

の必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができる設備を設けなければならな

い。 

 

適合のための設計方針 

 

１ について 

一及び二 原子炉施設には、1次冷却材が循環する回路を構成する設備及びその附属設備から構

成する一次冷却設備を設ける。一次冷却設備は、以下により構成する。 

・1次冷却材が循環する原子炉容器、炉心構造物及び１次主冷却系 

・原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器、１次主冷却系等 

・原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する回転プラグ、１次アルゴンガス系 

・ナトリウム予熱設備 

一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、二つの回路から構成し、各

回路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内の冷却材液面を一定に保持するた
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め、オーバフローカラムを設ける。１次冷却材には、液体ナトリウムが用いられ、通常運転

時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷却を行った後、又は

原子炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱を除去した後、主中間

熱交換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。１次主冷却系は、通常運転時、

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、予想される静的及び動的圧力、熱

応力、地震力等あるいはそれらの組合せに対し十分に耐えるように、また、２次主冷却系と

相まって、適切な冷却能力を有するように設計する。なお、原子炉冷却材バウンダリを構成

する機器・配管系は、耐震重要度分類Ｓクラスの施設に該当する。 

三 原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付けられた冷却材入口ノズ

ルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合体に導入され、原子炉

容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。原子炉容器内部構造物等は、

その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の冷却機能が阻害される可能性が小さくな

るように、材料選定、設計及び製作を行うとともに、１次冷却材の流路は、炉心燃料集合体

のエントランスノズル部等において、複数のオリフィスを配置し、原子炉容器内部構造物の

変形、破損、はく離等が生じた場合に、一つの流路が確保されない場合にあっても、他方の

流路により、炉心の冷却機能を維持するよう設計する。 

 

２ について 

一及び三 原子炉容器にあっては、原子炉容器本体が原子炉冷却材バウンダリに、回転プラグが

原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。また、原子炉冷却系統施設にあっては、１次

主冷却系、１次補助冷却系及びナトリウム充填・ドレン設備の一部が原子炉冷却材バウンダ

リに、１次主循環ポンプ、オーバフローカラム及び１次アルゴンガス系の一部が原子炉カバ

ーガス等のバウンダリに該当する。原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉カバーガス等のバウ

ンダリに該当する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生

ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張に

よる熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成す

る機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食するおそれがないよう

に、また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じ

ないよう、十分な破壊じん性を有するように設計するものとしており、原子炉容器及び１次

主冷却系等の材料には、ナトリウムとの共存性に優れ、かつ、低温においても高い破壊じん

性を有し、脆性的挙動を示すことのないオーステナイト系ステンレス鋼を用いる。 

二及び四 原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器（冷却材を保持する部分）、１次主冷

却系及び１次補助冷却系（機器・配管）については二重構造とし、万一、原子炉冷却材バウ

ンダリの破損が生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、１

次冷却材の液位を１次主冷却系による崩壊熱の除去に必要な高さに保持できるものとする。

さらに、当該二重構造の間隙にナトリウム漏えい検出器を複数設けることで、原子炉冷却材

バウンダリからの１次冷却材（ナトリウム）の漏えいを速やかに、かつ、確実に検出できる

ものとする。 

五 １次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力調
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整ヘッダは、供給タンク及び低圧タンクに接続される。カバーガスの圧力は、冷却材の温度

変化により変動するため、圧力が上昇した際には、呼吸ガス圧力調整ヘッダより低圧タンク

にアルゴンガスを排気することで、圧力が低下した際には、供給タンクより呼吸ガス圧力調

整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、カバーガスの圧力を定められた範囲内に制御す

る。また、このカバーガスの圧力を監視することで、原子炉カバーガス等のバウンダリから

の原子炉カバーガスの漏えいを検出する。なお、低圧タンクに排気されたアルゴンガスは、

必要の都度、気体廃棄物処理設備に排出される。 

 

３ について 

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇所には、ナトリウムを

液体の状態に保つことができるように、ナトリウム予熱設備を設ける。また、ナトリウム及びカバー

ガスを保有する設備（原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを除く。）にも、

同様に、必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるようにナトリウム予熱設備を

設ける。ナトリウム予熱設備は、１次冷却系予熱設備及び２次冷却系予熱設備から構成し、必要な機

器・配管を約 150℃に予熱できるものとする。 
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「炉心の変更」に関する基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【第 32条（炉心等）（その 1：第 32条第 1～3項）の別紙 1に同じ】 
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1. 概要 

「常陽」の炉心は、増殖炉心（以下「ＭＫ－Ⅰ炉心」という。）から照射用炉心（以下「ＭＫ－Ⅱ炉

心」という。）へ変更された後、更に変更を加え、熱出力を 140MW とした照射用炉心（以下「ＭＫ－

Ⅲ炉心」という。）に変更された。本申請では、更に変更を加え、熱出力を 100MW とした照射用炉心

（以下「ＭＫ－Ⅳ炉心」という。）を対象とする。「炉心の変更」に関する基本方針を以下に示す。 

 

2. 「炉心の変更」に関する基本方針 

「炉心の変更」は、「常陽」を「試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関

する規則」等に適合させるための変更を行うに当たり、原子炉停止系統の信頼性を強化し、安全性を

向上させること、一方で、高速炉燃料材料の開発等のための照射試験に必要な性能を維持することを

目的とする（別図 1.1参照）。 

原子炉停止系統は、独立した主炉停止系と後備炉停止系を設けることで信頼性を向上する。それぞ

れの原子炉停止系統に要求される停止能力の確保には、最大過剰反応度の削減が必要であり、ここで

は、熱出力の低減及び燃料集合体最大装荷個数の削減により、出力補償や燃焼補償に係る過剰反応度

を削減して対応することとした。一方で、照射試験性能として考慮すべき主なパラメータである線出

力と中性子照射量は、熱出力低減により基本的に低下する。必要な線出力又は中性子照射量を確保で

きる範囲に維持することも「常陽」の運転目的として肝要である。 

熱出力を 100MWとしたＭＫ－Ⅳ炉心は、これらの要件を満足するものであり、当該炉心に相応する

最大過剰反応度を核的制限値とする。 

なお、原子炉冷却系統施設の除熱能力は変更しないものとし、安全裕度を拡大することとしている。 

「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等を別図 1.2に示す。本申請にあっては、ＭＫ－Ⅳ炉心

（熱出力 100MW）での核設計や熱設計を実施するとともに、当該設計結果を炉心燃料集合体の機械設

計や被ばく評価、安全評価等に反映する。 
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別図 1.1 「炉心の変更」に関する基本方針 

 

 

 

 

別図 1.2 「炉心の変更」に伴って生じる主な変更点等 
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原子炉容器内における１次冷却材の流路 
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原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付けられた冷却材入口ノズルから、

原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合体に導入され、原子炉容器の上部に取り

付けられた冷却材出口ノズルより流出する（第 1図参照）。 

ナトリウム冷却型高速炉の冷却系においては、過去に FERMI 炉において炉心燃料集合体入口が閉

塞し、燃料が溶融した事例がある。「常陽」では、本事例を反映し、以下の防止措置を講じている。 

（ⅰ） 高圧プレナム内には 90φ以下のものしか入らない。 

（ⅱ） 高圧プレナムの燃料領域（0～5列）まで進入するには、6～10列の連結管（φ65mm（集

合体ピッチ 81.5mm））を通過する必要があり、その隙間は約 8mmである。 

（ⅲ） 炉心燃料集合体の連結管(エントランスノズル)には周方向 6 カ所の冷却材流入孔が設

置されており、8mm以下の異物により 6方向全てが同時に閉塞することはない。 

 

 

第 1図 原子炉容器内における１次冷却材の流路 
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原子炉容器及び１次主冷却系等における破壊じん性の考慮 
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原子炉冷却材バウンダリを構成する設備は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。原子炉容器や１次

主冷却系等にあっては、以下により、十分な破壊じん性を有することを確認している。 

・ 原子炉容器や１次主冷却系等の材料には、オーステナイト系ステンレス鋼（SUS304）を使用

する。オーステナイト系ステンレス鋼は、低温においても高い破壊じん性を有し、脆性的挙動

を示さないことから、「旧通産省告示 501 号 発電用原子力設備の構造に関する技術基準」や

「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1／NC2）」では、破壊じん性試験を不要

としている。 

・ サーベイランス材を用いて、中性子照射による材料への影響を確認する。原子炉容器構造材

（SUS304）は、以下の傾向を示している［1］。当該傾向は、中性子照射を受けたオーステナイト

系ステンレス鋼の一般的な特性（0.2％耐力：増大／引張強さ：若干増／破断伸び：減少）と

一致している。原子炉容器の設計寿命（設計定格出力運転時間：131,500時間）における中性

子照射量（E＞0.1MeV）の推定値（3.48×1019n/cm2）を超える中性子照射にあっても、原子炉

容器等の材料の機械的強度特性は許容値を満足する。 

＞ 0.2％耐力は、中性子照射量（E＞0.1MeV）が約 1×1020n/cm2以上で増加し、約 5×1020n/cm2

以上でその傾向が顕著となる。 

＞ 引張強さについても、中性子照射量（E＞0.1MeV）が約 1×1021n/cm2以上で増加する。 

＞ 一様伸び及び破断伸びは、中性子照射量（E＞0.1MeV）が約 1×1020n/cm2 以上で低下し、

約 5×1020n/cm2 以上でその傾向が顕著となる。ただし、これらの値は、以下に示すように、

原子炉容器の設計寿命における中性子照射量（E＞0.1MeV）の推定値（3.48×1019n/cm2）を

超える中性子照射条件においても一様伸び及び破断伸びは 10％以上であり、十分な破壊じ

ん性を有している。 

 

項目 一様伸び（％） 破断伸び（％） 
中性子照射量（E＞0.1MeV）

（n/cm2） 

母材 24.9 34.6 
4.16×1019 

溶接継手 13.2 16.2 

 

（参考文献） 

［1］：JNC TN9440 2005-003「高速実験炉「常陽」の定期的な評価 －高経年化に関する評価－」 
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別紙 4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二重構造間隙の容積 
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55条-別紙 4-1 

 

原子炉冷却材バウンダリに属する容器・配管・ポンプ・弁については二重構造とし、万一、原子炉

冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、

１次冷却材の液位を崩壊熱の除去に必要な高さに保持できるものとする。 

当該二重構造部は、原子炉容器廻り、１次主冷却系Ａループ、１次主冷却系Ｂループ及び１次補助

冷却系に区画化されており（第 1図参照）、各区画の二重構造の間隙の容積は、以下のとおりである。 

なお、通常運転時の液位から約 13m3の 1 次冷却材のインベントリの減少により１次主冷却系の循

環に必要な液位を喪失する。 

原子炉容器廻り   ：約 4 m3 

１次主冷却系Ａループ：約 6 m3 

１次主冷却系Ｂループ：約 6 m3 

１次補助冷却系   ：約 1 m3 
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別紙 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉冷却材バウンダリに係るナトリウム漏えい検出器の 

構造及び配置 
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55条-別紙 5-1 

 

原子炉冷却材バウンダリの二重構造の間隙に、第 1図及び第 2図に示すように、単純な構造を用い

たナトリウム漏えい検出器を複数設けることで、原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材（ナトリ

ウム）の漏えいを速やかに、かつ、確実に検出できる設計としている。 

 

 

第 1図 接点式ナトリウム漏えい検出器の構造 

  

【通電式ナトリウム漏えい検出器（プラグ型）】

原子炉冷却材バウンダリ
（例：配管（内側））

リークジャケット又は配管（外側）

通電式ナトリウム漏えい検出器（プラグ型）

検出器先端と電極シース保護管との間に直流電

圧が印加されており、ナトリウム漏えいが生じ

て検出器に到達すると、電極とシース保護管が

ナトリウムによって短絡されることを利用。
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１次主冷却系のカバーガス圧力の制御 
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55条-別紙 6-1 

 

１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備であり、供給

タンク、呼吸ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク等から構成する。１次主冷却系等のカバーガスは、呼

吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダは、供給タンク及び低圧タンクに接

続される。１次アルゴンガス系統の概略図を第 1図に示す。 

１次主冷却系等のカバーガスの圧力は、冷却材の温度変化等により変動する。１次主冷却系等のカ

バーガスの圧力が上昇した際には呼吸ガス圧力調整ヘッダより低圧タンクにアルゴンガスを排気し、

圧力が低下した際には供給タンクより呼吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、

圧力は一定の範囲で制御される。アルゴンガスの供給ライン及び排気ラインには、給排気を制御する

ための弁を設置している。原子炉運転時における当該弁の作動設定値は、以下に示すとおりであり、

１次主冷却系等のカバーガスの圧力は、約 0.20～約 0.98kPaの範囲の微正圧に制御される。 

 

供給弁（大） 約 0.20 kPa以下で「開」（通常「閉」） 

供給弁（小） 約 0.29 kPa以下で「開」（通常「閉」） 

排気弁（小） 約 0.69 kPa以上で「開」（通常「閉」） 

排気弁（大） 約 0.98 kPa以上で「開」（通常「閉」） 

 

何らかの原因で、原子炉カバーガス等のバウンダリから原子炉カバーガスが漏えいした場合には、

微正圧で制御される１次主冷却系等のカバーガスの圧力は異常に低下する。カバーガス圧力の低下、

及び当該圧力低下に伴う頻繁な供給弁（大）及び供給弁（小）の「開」動作を監視することで、原子

炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えいを検知できる。 
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原子炉冷却材バウンダリの説明 
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原子炉カバーガス等のバウンダリの説明 
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55条-別紙 9-1 

別紙 9 

 

 

 

 

原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器及び１次主冷却系等は、通常運転時、運転

時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、予想される静的及び動的圧力、熱応力、

地震力等あるいはそれらの組合せに対し十分に耐えるように設計する。 

 

本設計は詳細設計で実施するものであり、第 4条の耐震設計、第 55条の強度設計の区別

はなく、設工認において、原子炉冷却材バウンダリを構成する機器等について、耐震設計結

果を提示する。 

 

その際の、荷重の組合せについては、添付書類 8 の 1.3 耐震設計の 1.3.4.3 荷重の組合

せに以下のとおり示している。 

（２）機器・配管系 

（ⅰ）Ｓクラスの機器・配管系については、通常運転時の状態で作用する荷重、及び運転

時の異常な過渡変化時の状態若しくは設計基準事故時の状態で作用する荷重のうち、長時

間その作用が続く荷重と基準地震動による地震力を組み合わせる。 

（ⅱ）Ｓクラスの機器・配管系については、通常運転時の状態で作用する荷重、又は運転

時の異常な過渡変化時の状態若しくは設計基準事故時の状態で作用する荷重のうち、長時

間その作用が続く荷重と弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい

方の地震力を組み合わせる。 

 

ここで、通常運転時の状態で作用する荷重、又は運転時の異常な過渡変化時の状態若しく

は設計基準事故時の状態で作用する荷重については、長時間その作用が続く荷重（Ⅳ（L））

との組み合わせとなるが、原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリ

を構成する機器等に関しては、長時間その作用が続く荷重（Ⅳ（L））と短時間その作用が

続く荷重（Ⅳ（S））に差異はなく、実質的には、両者について評価したこととなる。 

 

解釈 1の「予想される静的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに対

し十分に耐える」のうち、地震力についての設計方針 
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55条-添付 1-1 

 

添付 1 設置許可申請書における記載 

 

5. 試験研究用等原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備 

ハ．原子炉本体の構造及び設備 

原子炉本体は、燃料体（試験用燃料体を含む。）、反射材、制御材、炉心構造物及び原子

炉容器等から構成する。原子炉容器の上部には回転プラグを、原子炉容器の外側には遮へ

いグラファイト及び生体遮へい体を放射線遮蔽体として設ける。 

 

（４）原子炉容器 

（ⅰ）構造 

原子炉容器は、円筒形の胴部に、全半球形鏡板を底部に付した鋼製容器であり、

所要のノズルを有する。原子炉容器は、中性子照射に起因する非延性破壊を考慮

し、原子炉容器材料の中性子照射による機械的性質の変化を監視するための各種試

験片を、原子炉容器内で照射し、定期的に取り出して、その健全性を確認できる構

造とする。主要寸法等を以下に示す。 

 

主要寸法 

 内径 約 3.6m 

 全高 約 10m 

主要材料 

 ステンレス鋼 

主要ノズル及びその取付位置 

 冷却材入口ノズル 下部 2 箇所 

 冷却材出口ノズル 胴上部 2 箇所 

支持方法 

 上部フランジにて支持し、底部には同心円筒振止め構造のスカートを設けて支

持する。 

（ⅱ）最高使用圧力及び最高使用温度 

最高使用圧力 7.2kg／cm2[gage]（約 0.71MPa[gage]） 

最高使用温度 550℃ 

（５）放射線遮蔽体の構造 

（ⅰ）構造 

原子炉容器の上部には回転プラグを、原子炉容器の外側には遮へいグラファイト

及び生体遮へい体を放射線遮蔽体として設ける。主要寸法等を以下に示す。 

ａ．回転プラグ 

直径 約 4.7m 

厚さ 約 2.5m 

主要材料 ステンレス鋼、炭素鋼及びグラファイト 

ｂ．遮へいグラファイト 
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グラファイト厚さ 約 1m 

ｃ．生体遮へい体 

コンクリート厚さ 約 1m 

（６）その他の主要な事項 

（ⅰ）炉心構造物の構造  

炉心構造物は、炉心支持構造物と炉心バレル構造物から構成する。炉心支持構造

物は、炉心支持板と支持構造体で構成され、炉心バレル構造物は、バレル構造体と

中性子遮へい体で構成される。 

炉心支持構造物は、燃料集合体や反射体等（以下「炉心構成要素」という。）を

下部から支持するとともに、原子炉容器内の１次冷却材の流路の一部を形成するも

のとする。また、炉心バレル構造物は、炉心構成要素を側面から支持するととも

に、原子炉容器の中性子照射量を低減するための遮蔽として機能するものとする。

なお、バレル構造体には、炉内燃料貯蔵ラックが形成される。 

（ⅱ）原子炉容器内部構造物の変形、破損その他の１次冷却材の流路が確保されないお

それがある事象が発生した場合における炉心の冷却機能の維持に係る設計上の考慮  

原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付けられた冷却材

入口ノズルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合体に

導入され、原子炉容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。原

子炉容器内部構造物等は、その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の冷却

機能が阻害される可能性が小さくなるように、材料選定、設計及び製作を行うとと

もに、１次冷却材の流路は、原子炉容器内部構造物の変形、破損及びはく離等が生

じた場合にあっても、炉心の冷却機能を維持するよう設計する。 

（ⅲ）原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器に

係る設計上の考慮 

原子炉容器にあっては、原子炉容器本体が原子炉冷却材バウンダリに、回転プラ

グが原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。これらの機器は、以下の基本方

針に基づき設計する。 

ａ．通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝

撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪

み、膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバー

ガス等のバウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、か

つ、ナトリウムにより腐食するおそれがないように設計する。 

ｂ．原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても１次冷却材の液位

を必要な高さに保持するように設計する。 

ｃ．通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊

が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。 

ｄ．原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材の漏えいを検出する装置を設け

た設計とする。 
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ｅ．原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇

所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるように、ナトリウム

予熱設備を設ける。 

 

ホ．原子炉冷却系統施設の構造及び設備 

原子炉冷却系統施設は、１次主冷却系、２次主冷却系及びその他の設備から構成する。

１次主冷却系及び２次主冷却系は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準

事故時において、炉心の冷却を行うとともに、原子炉停止時に原子炉容器内において発生

した崩壊熱その他の残留熱を除去し、燃料の許容設計限界を超えないように、また、原子

炉冷却材バウンダリの健全性を維持するために監視することが必要なパラメータが設計値

を超えないように、さらに、これらの熱を最終ヒートシンクである大気に輸送できるよう

に設計する。 

（１）一次冷却設備 

原子炉施設には、一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、

二つの回路から構成し、各回路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内

の冷却材液面を一定に保持するため、オーバフローカラムを設ける。１次冷却材は、

通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷却を

行った後、又は原子炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱

を除去した後、主中間熱交換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。１

次主冷却系は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におい

て、予想される静的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに対し

十分に耐えるように、また、２次主冷却系と相まって、適切な冷却能力を有するよう

に設計する。 

（ⅰ）冷却材の種類 

液体ナトリウム 

（ⅱ）主要な機器及び管の個数及び構造 

ａ．主中間熱交換器 

型式 たて置シェルアンドチューブ型 

基数 2 基 

容量 50MW／基 

使用材料 ステンレス鋼 

ｂ．１次主循環ポンプ 

型式 たて軸自由液面型遠心式 

基数 2 基  

容量 約 1,350t／h／基 

揚程 約 60mNa 

ｃ．配管  

材質 ステンレス鋼 

外径寸法 約 510mm（原子炉容器出口配管） 

[51]



55条-添付 1-4 

 

            主要な配管は 2 重管とする。 

（ⅲ）冷却材の温度及び圧力 

原子炉出口冷却材温度 約 456 ℃＊ 

原子炉入口冷却材温度 約 250～約 350℃ 

原子炉入口冷却材圧力 約 5kg／cm2[gage]（約 0.49MPa[gage]） 

＊：原子炉入口冷却材温度約 350℃における値である。 

（４）その他の主要な事項 

その他の主要な設備として次のものを設ける。 

（ⅳ）アルゴンガス設備 

原子炉施設には、原子炉容器、１次冷却系、２次冷却系及びその他設備における

冷却材の自由液面のカバーガスとしてアルゴンガスを供給等するためのアルゴンガ

ス設備を設ける。アルゴンガス設備は、１次アルゴンガス系及び２次アルゴンガス

系等から構成する。なお、アルゴンガスは、カバーガスとして供給される他に、シ

ールガス及びパージガスとしても使用される。 

（ⅴ）原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器に

係る設計上の考慮  

原子炉冷却系統施設にあっては、１次主冷却系、１次補助冷却系及びナトリウム

充填・ドレン設備の一部が原子炉冷却材バウンダリに、１次主循環ポンプ、オーバ

フローカラム及び１次アルゴンガス系の一部が原子炉カバーガス等のバウンダリに

該当する。これらの機器は、以下の基本方針に基づき設計する。 

ａ．通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝

撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪

み、膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバー

ガス等のバウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、か

つ、ナトリウムにより腐食するおそれがないように設計する。 

ｂ．原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても１次冷却材の液位

を必要な高さに保持するように設計する。 

ｃ．通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊

が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。 

ｄ．原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材の漏えいを検出する装置を設け

た設計とする。 

ｅ．原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えいを検出

する装置を設けた設計とする。 

ｆ．原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇

所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるように、ナトリウム

予熱設備を設ける。 
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添付 2 設置許可申請書の添付書類における記載（安全設計） 

 

添付書類八 

3. 原子炉本体 

 

3.10 炉心構造物 

炉心構造物は、炉心支持構造物と炉心バレル構造物から構成する（第 3.10.1図参照）。炉心

支持構造物は、炉心支持板と支持構造体で構成され、炉心バレル構造物は、バレル構造体と中

性子遮へい体で構成される。原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付

けられた冷却材入口ノズルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合

体に導入され、原子炉容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。炉心構造

物は、その耐用年数において、炉心構成要素を所定の位置に確実に保持するとともに、炉心構

造物を含めた原子炉容器内部構造物等は、その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の

冷却機能が阻害される可能性が小さくなるように、材料選定、設計及び製作を行うとともに、

１次冷却材の流路は、原子炉容器内部構造物の変形、破損及びはく離等が生じた場合にあって

も、炉心の冷却機能を維持するよう設計する。なお、炉心構造物については、原子炉容器内の

熱的条件、化学的条件及び放射線条件を踏まえ、使用経験が豊富なオーステナイト系ステンレ

ス鋼を使用するものとする。  
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第 3.10.1図 炉心構造物 
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3.11 原子炉容器 

原子炉容器は、円筒形の胴部に、全半球形鏡板を底部に付した鋼製容器であり、所要のノズ

ルを有する（第 3.11.1図参照）。原子炉容器の主要ノズルは、冷却材入口ノズル及び冷却材出

口ノズルであり、冷却材入口ノズルについては原子炉容器の下部の全半球形鏡板の 2 ヶ所に、

冷却材出口ノズルについては原子炉容器の胴部の上部の 2ヶ所に取り付けられる。また、原子

炉容器の円筒胴の内部の下端付近には、炉心構造物を支持する炉心支持台（コアサポート）が

設けられる。１次冷却材は、冷却材入口ノズルより原子炉容器内に流入し、原子炉容器底部の

全半球形鏡板と炉心構造物の間に形成される高圧プレナムを経由して、炉心構造物内に導入さ

れる。その後、１次冷却材は、炉心構造物及び炉心構成要素を経由して、最終的に、冷却材出

口ノズルより流出する。なお、原子炉容器の上部には、回転プラグが設けられる。 

原子炉容器にあっては、原子炉容器本体が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、後述

する回転プラグは原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。原子炉冷却材バウンダリ又は

原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に生ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧による

クリープ歪み、膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等の

バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食する

おそれがないように、また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬

間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。また、原子炉容器にお

いて冷却材を保持する部分については、二重構造（リークジャケットを有する構造）とすると

ともに、仕切板等により容積を制限することにより、万一、原子炉冷却材バウンダリの破損が

生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次冷却材の液位を

１次主冷却系による崩壊熱の除去に必要な高さ（原子炉容器通常ナトリウム液位－810mm）に

保持できるものとする。さらに、当該二重構造の間隙には、容器形状も考慮し、漏えいしたナ

トリウムが堆積する下部の適切な位置に、単純な構造を用いた信頼性の高いナトリウム漏えい

検出器を複数設けることで、原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材（ナトリウム）の漏え

いを速やかに、かつ、確実に検出できるものとする。なお、当該二重構造の間隙には、窒素ガ

ス予熱系の予熱用窒素ガス加熱器により加熱された窒素ガスを通気し、原子炉容器を予熱でき

るものとする。 

原子炉容器は、その上部フランジを、ペデスタル（原子炉建物の一部）に固定し、支持され

るものとする。また、原子炉容器の底部には、同心円筒振止め構造のスカートを設け、生体遮

へいコンクリート（原子炉建物の一部）で支持するものとし、原子炉容器の熱膨張を吸収する

一方で、地震力等による原子炉容器の振動を防止する。 

高速中性子が照射される炉心部付近の原子炉容器壁は、不連続点や応力集中が生じない形状

とするとともに、炉心の第 9、10列に装荷された遮へい集合体や炉心構造物の中性子遮へい体

（多層構造）等により、プラント寿命中の過度の高速中性子照射を防止し、有効運転時間 20年

間の寿命中に中性子照射に起因する損傷によって、原子炉の運転に支障が生じることがないも

のとし、かつ、原子炉容器は、中性子照射に起因する非延性破壊を考慮し、原子炉容器材料の

中性子照射による機械的性質の変化を監視するための各種試験片を、原子炉容器内で照射し、

定期的に取り出して、その健全性を確認できる構造とする。また、原子炉スクラム時の急激な
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熱衝撃を低減するため、原子炉容器内壁には、熱遮へい板を取り付けるものとする。 

 

多量の放射性物質等を放出する事故等時 

原子炉容器には、多量の放射性物質等を放出するおそれがある事故のうち、原子炉容器

液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失又は交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液

位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失事象が発生した場合に、炉心の著しい損傷を防

止するため、コンクリート遮へい体冷却系により、原子炉容器外壁に窒素ガスを通気

し、原子炉停止後の炉心を冷却できるようにリークジャケットを整備する。 
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第 3.11.1図 原子炉容器 
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3.12 放射線遮蔽体 

原子炉施設には、原子炉容器の上部には回転プラグを、原子炉容器の外側には遮へいグラフ

ァイト及び生体遮へい体を放射線遮蔽体として設ける。 

 

3.12.1 回転プラグ 

回転プラグは、大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構から構成する。炉心上部機構

は小回転プラグに、小回転プラグは大回転プラグに設置される。また、小回転プラグには、炉

心上部機構の他に、燃料交換機用孔（燃料出入孔と兼用）及び炉内検査孔（A）等が、大回転プ

ラグには、小回転プラグの他に、炉内検査孔（B）及びマンホール等が設けられる。また、回転

プラグには、窒素ガス冷却管等が付属される。 

大回転プラグ及び小回転プラグは、異なる回転中心（偏心距離：500mm）を有し、独立に回転

することができる。大回転プラグ及び小回転プラグの回転は、それぞれのプラグの外周に設け

られた歯車を駆動することで行われる。なお、大回転プラグ及び小回転プラグの回転中にあっ

ては、大回転プラグ及び小回転プラグはそれぞれのプラグ上面のフランジ下部に設けたボール

ベアリングにより支持される。当該フランジには、センターホールジャッキ機構が取り付けら

れており、回転時にのみ、プラグの荷重がボールベアリングに負荷されるものとする。原子炉

運転中にあっては、小回転プラグは大回転プラグに、大回転プラグは、原子炉容器の上部フラ

ンジに直接支持されるため、ボールベアリングに負荷は生じない。また、原子炉カバーガス等

のバウンダリとしての気密確保は、液体金属シールとバックアップシールにより行う。 

回転プラグは、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの放射線の

遮蔽機能を有する。また、大回転プラグ及び小回転プラグは、燃料交換時において、小回転プ

ラグの上面に設置される燃料交換機を所定の位置に移動させる機能等を有する。大回転プラグ

の直径は最大約 4,700mm、小回転プラグの直径は最大約 2,870mm である。回転プラグの構造を

第 3.12.1図に示す。 

大回転プラグ及び小回転プラグに設ける遮蔽体は、4層に分類し、下方からステンレス鋼層、

グラファイト層、ほう素入り鋼層、炭素鋼層から構成する。なお、ステンレス鋼層の最下層に

位置する約 150mmの部分は、通常時において冷却材中に位置し、その発熱は、冷却材により除

熱される。なお、当該部は、原子炉容器内冷却材液面の変動を抑制し、ガスの巻き込みを防止

する機能も有する。また、大回転プラグ及び小回転プラグにおいて、原子炉容器内より上方に

伝導される熱は、窒素ガスにより除熱される。 

炉心上部機構は、通常運転時において、炉心の直上に位置し、遮蔽部、胴、整流板、熱電対

及び熱電対案内フィンガ等から構成する（第 3.12.2図参照）。上述のように、炉心上部機構は

回転プラグの一部として、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの

放射線の遮蔽機能を有する。遮蔽部は、下方からステンレス鋼層、グラファイト層、ほう素入

り鋼層、炭素鋼層から構成する。原子炉容器内より上方に伝導される熱は、窒素ガスにより除

熱される。また、炉心上部機構は、その他に以下に示す主な機能を有する。 

（１）下部に設けた熱電対案内フィンガに熱電対を案内保護し、燃料集合体及びその周辺部

の集合体出口冷却材温度を測定する。なお、熱電対は、案内管により、炉心上部機構上

面から熱電対案内フィンガ先端に導入される。 
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（２）制御棒駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管を所定の貫通孔にて案内保護し、制御

棒を所定の位置に支持する。 

（３）計測線付Ｃ型照射燃料集合体を使用する際には、計測線付Ｃ型照射燃料集合体を所定

の貫通孔にて案内保護・支持する。貫通孔位置を第 3.12.3図に示す。 

（４）計測線付実験装置を使用する際には、計測線付実験装置を所定の貫通孔にて案内保

護・支持する。 

炉心上部機構の胴部は、熱電対案内フィンガ及び整流板等を保持するとともに、熱電対、制

御棒駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管、計測線付Ｃ型照射燃料集合体や計測線付実験装

置の案内保護を行うものとし、炉心上部機構は、熱変形・熱衝撃を十分に考慮し、制御棒駆動

機構及び制御棒駆動機構上部案内管による制御棒のラッチ、また、集合体出口冷却材温度の測

定を正しく行うことができるように、炉心と炉心上部機構の相対的位置が正しく保持されるよ

う注意して設計するものとする。なお、熱電対案内フィンガは、熱電対先端を保護するために、

整流板は、目的の集合体出口冷却材温度を可能な限り外乱を排除して測定するために設けられ

るものである。また、炉心上部機構のうち、高温の冷却材中に位置するものの材料には、オー

ステナイト系ステンレス鋼を使用するものとする。 
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第 3.12.2図 炉心上部機構 
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第 3.12.3図 貫通孔位置 
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5. 原子炉冷却系統施設 

 

5.1 概要 

原子炉冷却系統施設は、１次主冷却系、２次主冷却系及びその他の設備から構成する（第 5.1.1

図参照）。１次主冷却系及び２次主冷却系は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計

基準事故時において、炉心の冷却を行うとともに、原子炉停止時に原子炉容器内において発生し

た崩壊熱その他の残留熱を除去し、燃料の許容設計限界を超えないように、また、原子炉冷却材

バウンダリの健全性を維持するために監視することが必要なパラメータが設計値を超えないよ

うに、さらに、これらの熱を最終ヒートシンクである大気に輸送できるように設計する。 

ここで、その他の残留熱は、原子炉の通常運転中に炉心、原子炉冷却系統施設等の構成材、１

次冷却材及び２次冷却材に蓄積された熱であり、１次主冷却系及び２次主冷却系により、崩壊熱

と併せて除去する。 

なお、原子炉冷却系統施設にあっては、１次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナトリウム充

填・ドレン系の一部が原子炉冷却材バウンダリに該当し、２次主冷却系、２次補助冷却系並びに

２次ナトリウム純化系及び２次ナトリウム充填・ドレン系の一部が冷却材バウンダリに該当す

る。また、１次主冷却系、２次主冷却系及びその他の設備にあっては、冷却材の自由液面を有す

るものがある。当該自由液面のカバーガスとしてアルゴンガスを用いるため、１次主循環ポンプ、

オーバフローカラム及び１次アルゴンガス系の一部が原子炉カバーガス等のバウンダリに該当

する。アルゴンガスは、シールガス及びパージガスとしても使用される。冷却材であるナトリウ

ムと接しない部分にあっては、予熱又は冷却等用のガスとして窒素ガスを用いる。 

原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する機器は、通常運転

時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷

重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ

及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナ

トリウムにより腐食するおそれがないように、また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及

び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。さ

らに、原子炉冷却材バウンダリを構成する１次主冷却系、１次補助冷却系の機器・配管について

は二重構造とするとともに、仕切板等により容積を制限することにより、万一、原子炉冷却材バ

ウンダリの破損が生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次

冷却材の液位を１次主冷却系による崩壊熱の除去に必要な高さ（原子炉容器通常ナトリウム液

位－810mm）に保持できるものとする。さらに、当該二重構造の間隙には、配管形状も考慮し、

漏えいしたナトリウムが堆積する水平部等の適切な位置に、単純な構造を用いた信頼性の高い

ナトリウム漏えい検出器を複数設けることで、原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材（ナト

リウム）の漏えいを速やかに、かつ、確実に検出できるものとする。 
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5.2 １次主冷却系 

5.2.1 概要 

原子炉施設には、一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、二つの

回路から構成し、各回路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内の冷却材液面

を一定に保持するため、オーバフローカラムを設ける。１次冷却材には、液体ナトリウムが

用いられ、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷

却を行った後、又は原子炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱を

除去した後、主中間熱交換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。１次主冷却

系は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、予想される静

的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに対し十分に耐えるように、ま

た、２次主冷却系と相まって、適切な冷却能力を有するように設計する。 

 

5.8 アルゴンガス設備 

原子炉施設には、原子炉容器、１次主冷却系、２次主冷却系及びその他設備における冷却材の

自由液面のカバーガスとしてアルゴンガスを供給等するためのアルゴンガス設備を設ける。アル

ゴンガス設備は、１次アルゴンガス系及び２次アルゴンガス系等から構成する。なお、アルゴン

ガスは、カバーガスとして供給される他に、シールガス及びパージガスとしても使用される。 

（１）１次アルゴンガス系 

１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備で

あり、供給タンク、呼吸ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク及び真空ポンプ等から構成する（第

5.8.1 図参照）。１次主冷却系等のカバーガスの圧力は、通常運転時において、格納容器内

の圧力に対して微正圧に制御される。１次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘ

ッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダは、供給タンク及び低圧タンクに接続される。

これらの構成機器、配管のうち、ナトリウムが到達する可能性がある主な配管及び呼吸ガス

圧力調整ヘッダ等はステンレス鋼を用い、その他の供給タンク及び低圧タンク等には炭素

鋼を用いる。カバーガスの圧力は、冷却材の温度変化により変動するため、呼吸ガス圧力調

整ヘッダ等に圧力計を設置して監視し、圧力が上昇した際には、呼吸ガス圧力調整ヘッダよ

り低圧タンクにアルゴンガスを排気することで、圧力が低下した際には、供給タンクより呼

吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、カバーガスの圧力を定められた

範囲内（約 0.2～約 1.0kPa[gage]）に制御する。また、この圧力計によりカバーガスの圧力

を監視するとともに、圧力が低下した際の供給弁の「開」動作の頻度を中央制御室の制御盤

の動作信号により監視することで、原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバー

ガスの漏えいを検出する。なお、低圧タンクに排気されたアルゴンガスは、必要の都度、気

体廃棄物処理設備に排出される。また、供給タンクのアルゴンガスは、回転プラグのシール

ガスや核燃料物質取扱設備のパージガスとしても使用される。真空ポンプは、ナトリウムの

初期充填時に原子炉容器や１次主冷却系等の内部空気を排出するために用いられるもので

ある。 

 

多量の放射性物質等を放出する事故等時 
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多量の放射性物質等を放出する事故のうち、原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱

除去機能喪失又は交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊

熱除去機能喪失事象により炉心が著しく損傷し、原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、

主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）が過

圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に、圧力が約10kPaまで上昇した場合

に、受動的に開放する安全板を整備する（第5.8.1図参照）。 

 

（２）２次アルゴンガス系 

２次アルゴンガス系は、２次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備で

あり、呼吸ヘッダ及び真空ポンプ等から構成する。２次主冷却系等のカバーガスの圧力は、

１次主冷却系等のカバーガスの圧力よりも高くなるように保持し、主中間熱交換器におい

て、１次冷却材（１次主冷却系）の圧力が、２次冷却材（２次主冷却系）より低くするもの

とし、万一の伝熱管破損の場合に、１次冷却材が２次冷却材中に流入し、１次冷却材中の放

射性物質が、２次冷却材中に混入すること（汚染が拡大すること）を防止できるものとする。

なお、２次主冷却系等のカバーガスは、放射性物質を有しないため、排気されたアルゴンガ

スは、直接大気中に放出される。真空ポンプは、１次アルゴンガス系と同様に、ナトリウム

の初期充填時に２次主冷却系等の内部空気を排出するために用いられるものである。 

 

原子炉冷却系統施設にあっては、１次主冷却系、１次補助冷却系及びナトリウム充填・ドレン

設備の一部が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、１次主冷却系、２次主冷却系及びその

他の設備にあっては、冷却材の自由液面を有するものがある。当該自由液面のカバーガスとして

アルゴンガスを用いるため、１次主循環ポンプ、オーバフローカラム及び１次アルゴンガス系の

一部が原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。 

 

5.9 ナトリウム予熱設備 

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇所には、ナトリウム

を液体の状態に保つことができるように、ナトリウム予熱設備を設ける。また、ナトリウム及び

カバーガスを保有する設備（原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを除

く。）にも、同様に、必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるようにナトリ

ウム予熱設備を設ける。ナトリウム予熱設備は、１次冷却系予熱設備及び２次冷却系予熱設備か

ら構成し、必要な機器・配管を約 150℃に予熱できるものとする。 

１次冷却系予熱設備は、窒素ガス予熱系及び電気ヒータ予熱系から構成する。窒素ガス予熱系

は、原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器、主中間熱交換器、１次主循環ポンプ及び配

管等の二重構造を有する機器等に用いられるものであり、予熱用窒素ガス加熱器により加熱され

た窒素ガスを二重構造の間隙に通気することで機器等を予熱する。電気ヒータ予熱系は、上記以

外の機器等に用いられ、機器等の外側に設置した電気ヒータにより機器等を予熱する。２次冷却

系予熱設備は、電気ヒータ等から構成し、機器等の外側に設置した電気ヒータにより機器等を予

熱する。 
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添付 3 設置許可申請書の添付書類における記載（適合性） 

 

添付書類八 

1. 安全設計の考え方 

 

1.8 「設置許可基準規則」への適合 

原子炉施設は、「設置許可基準規則」に適合するように設計する。各条文に対する適合のた

めの設計方針は次のとおりである。 
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（一次冷却系統設備） 

第五十五条  試験研究用等原子炉施設（ナトリウム冷却型高速炉に係る試験研究用等原子炉施

設に限る。以下この章において同じ。）には、次に掲げるところにより、一次冷却系統設備

を設けなければならない。  

一 破損し、一次冷却材の漏えいが発生しないものとすること。 

二 適切な冷却能力を有するものとすること。  

三  原子炉容器内部構造物の変形、破損その他の一次冷却材の流路が確保されないおそれ

がある事象が発生した場合において、炉心の冷却機能を維持できるものとすること。  

２  試験研究用等原子炉施設には、次に掲げるところにより、原子炉冷却材バウンダリ及び

原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器を設けなければならない。  

一 通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ずる衝撃、炉心の反

応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張による熱応力その

他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する機器に加

わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食するおそれがないものとする

こと。  

二  原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても一次冷却材の液位を必要な

高さに保持するものとすること。  

三  通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じない

よう、十分な破壊じん性を有するものとすること。  

四  原子炉冷却材バウンダリからの一次冷却材の漏えいを検出する装置を有するものと

すること。  

五  原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバーガスの漏えいを検出する装置

を有するものとすること。  

３  試験研究用等原子炉施設の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウン

ダリの必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができる設備を設けなければ

ならない。 

 

適合のための設計方針 

 

１ について 

一及び二 について 

 原子炉施設には、1次冷却材が循環する回路を構成する設備及びその附属設備から構成する

一次冷却設備を設ける。一次冷却設備は、以下により構成する。 

・1次冷却材が循環する原子炉容器、炉心構造物及び１次主冷却系 

・原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器、１次主冷却系等 

・原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する回転プラグ、１次アルゴンガス系 

・ナトリウム予熱設備 

一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、二つの回路から構成し、各回
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路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内の冷却材液面を一定に保持するため、

オーバフローカラムを設ける。１次冷却材には、液体ナトリウムが用いられ、通常運転時、

運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷却を行った後、又は原子

炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱を除去した後、主中間熱交

換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。原子炉冷却材バウンダリを構成する

原子炉容器及び１次主冷却系等は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事

故時において、予想される静的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに

対し十分に耐える強度を有することを詳細設計における応力評価値が許容応力値を下回るこ

と等により確認する。また、２次主冷却系と相まって、適切な冷却能力を有するように設計

する。なお、原子炉冷却材バウンダリを構成する機器・配管系は、耐震重要度分類Ｓクラス

の施設に該当する。 

三 について 

原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付けられた冷却材入口ノズ

ルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合体に導入され、原子炉

容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。原子炉容器内部構造物等は、

その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の冷却機能が阻害される可能性が小さくな

るように、材料選定、設計及び製作を行うとともに、１次冷却材の流路は、炉心燃料集合体

のエントランスノズル部等において、複数のオリフィスを配置し、原子炉容器内部構造物の

変形、破損、はく離等が生じた場合に、一つの流路が確保されない場合にあっても、他の流

路により、炉心の冷却機能を維持するよう設計する。 

 

２ について 

一及び三 について 

原子炉冷却材バウンダリは、原子炉容器本体、１次主冷却系、１次補助冷却系及び１次ナ

トリウム充填・ドレン系の容器・配管・ポンプ・弁の一部が該当する。 

原子炉カバーガス等のバウンダリは、原子炉容器本体、１次アルゴンガス系、１次主冷却

系、１次オーバフロー系及び１次ナトリウム充填・ドレン系の容器・配管・ポンプ・弁の一

部並びに回転プラグが該当する。原子炉冷却材バウンダリ又は原子炉カバーガス等のバウン

ダリに該当する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に生ず

る衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧によるクリープ歪み、膨張によ

る熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを構成する

機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食するおそれがないように、

また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬間的破壊が生じない

よう、十分な破壊じん性を有するように設計するものとしており、原子炉冷却材バウンダリ

又は原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する機器の材料には、高温強度及びナトリウム

との共存性に優れ、かつ、低温においても高い破壊じん性を有し、脆性的挙動を示すことの

ないオーステナイト系ステンレス鋼を用いる。また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化

時及び設計基準事故時の熱的過渡変化を緩和する設計とし、プラント寿命中想定される回数

の予想される運転状態において生じると考えられる熱荷重、地震荷重等の必要な組合せに対

[69]



55条-添付 3-4 

 

して、十分な強度を有することを詳細設計における応力評価値が許容応力値を下回ること等

により確認する。 

二及び四 について 

原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器（冷却材を保持する部分）、１次主冷却系及

び１次補助冷却系（機器・配管）については二重構造とするとともに、仕切板等により容積

を制限することにより、万一、原子炉冷却材バウンダリの破損が生じた場合においても、冷

却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次冷却材の液位を１次主冷却系による崩壊

熱の除去に必要な高さ（原子炉容器通常ナトリウム液位－810mm）に保持できるものとする。

さらに、当該二重構造の間隙には、容器及び配管の形状も考慮し、漏えいしたナトリウムが

堆積する適切な位置に、単純な構造を用いた信頼性の高いナトリウム漏えい検出器を複数設

けることで、原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材（ナトリウム）の漏えいを速やかに、

かつ、確実に検出できるものとする。 

五 について 

１次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘッダと連通しており、呼吸ガス圧力

調整ヘッダは、供給タンク及び低圧タンクに接続される。カバーガスの圧力は、冷却材の温

度変化により変動するため、圧力が上昇した際には、呼吸ガス圧力調整ヘッダより低圧タン

クにアルゴンガスを排気することで、圧力が低下した際には、供給タンクより呼吸ガス圧力

調整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、カバーガスの圧力を定められた範囲内に制御

する。また、このカバーガスの圧力を監視することで、原子炉カバーガス等のバウンダリか

らの原子炉カバーガスの漏えいを検出する。なお、低圧タンクに排気されたアルゴンガスは、

必要の都度、気体廃棄物処理設備に排出される。 

 

３ について 

 原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇所には、ナトリウムを

液体の状態に保つことができるように、ナトリウム予熱設備を設ける。また、ナトリウム及びカバー

ガスを保有する設備（原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを除く。）にも、

同様に、必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるようにナトリウム予熱設備を

設ける。ナトリウム予熱設備は、１次冷却系予熱設備及び２次冷却系予熱設備から構成し、必要な機

器・配管を約 150℃に予熱できるものとする。 

 

   

 添付書類八の以下の項目参照 

3. 原子炉本体 

5. 原子炉冷却系統施設 
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添付 4 設置許可申請書の添付書類における記載（設備等） 

 

添付書類八 

3. 原子炉本体 

 

3.10 炉心構造物 

炉心構造物は、炉心支持構造物と炉心バレル構造物から構成する（第 3.10.1図参照）。炉心

支持構造物は、炉心支持板と支持構造体で構成され、炉心バレル構造物は、バレル構造体と中

性子遮へい体で構成される。原子炉容器内における１次冷却材は、原子炉容器の下部に取り付

けられた冷却材入口ノズルから、原子炉容器内に流入し、炉心支持構造物を経由し、燃料集合

体に導入され、原子炉容器の上部に取り付けられた冷却材出口ノズルより流出する。炉心構造

物は、その耐用年数において、炉心構成要素を所定の位置に確実に保持するとともに、炉心構

造物を含めた原子炉容器内部構造物等は、その変形、破損及びはく離等により、燃料集合体の

冷却機能が阻害される可能性が小さくなるように、材料選定、設計及び製作を行うとともに、

１次冷却材の流路は、原子炉容器内部構造物の変形、破損及びはく離等が生じた場合にあって

も、炉心の冷却機能を維持するよう設計する。なお、炉心構造物については、原子炉容器内の

熱的条件、化学的条件及び放射線条件を踏まえ、使用経験が豊富なオーステナイト系ステンレ

ス鋼を使用するものとする。炉心構造物の主な仕様を以下に示す。 

 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼 

     全高 約 3,680mm 

     外径 約 2,520mm 

     設計圧力（高圧プレナム圧力） 7.2kg／cm2[gage]（約 0.71MPa[gage]） 

 

炉心支持構造物は、炉心構成要素を下部から支持するとともに、原子炉容器内の１次冷却材

の流路の一部を形成するものである。主な機能を以下に示す。 

（１）炉心重量を支持する。 

（２）炉心構成要素の下端の位置を決定し、整列させる。 

（３）原子炉容器内の１次冷却材の流路の一部を形成するとともに、燃料集合体等に対して、

その出力分布に応じた冷却材流量を配分する。なお、冷却材流量の配分は、十分な実験

的研究に基づき、正確に行えるように配慮する。 

（４）ハイドロリックホールドダウンにより、炉心燃料集合体を炉心支持板に保持する。 

炉心バレル構造物は、炉心構成要素を側面から支持するとともに、原子炉容器の中性子照射

量を低減するための遮蔽として機能するものとする。なお、バレル構造体には、炉内燃料貯蔵

ラックが形成される。主な機能を以下に示す。 

（１）炉心構成要素を側面から支持し、水平方向の所定の位置に整列させる。 

（２）炉内燃料貯蔵ラックを形成し、炉心構成要素の一時貯蔵及び冷却を行う。なお、炉内

燃料貯蔵ラックには、30体の炉心構成要素を装荷できるものとする。 

（３）炉心の外側に漏れ出る中性子を遮蔽する。  
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第 3.10.1図 炉心構造物 
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3.11 原子炉容器 

原子炉容器は、円筒形の胴部に、全半球形鏡板を底部に付した鋼製容器であり、所要のノズ

ルを有する（第 3.11.1図参照）。原子炉容器の主要ノズルは、冷却材入口ノズル及び冷却材出

口ノズルであり、冷却材入口ノズルについては原子炉容器の下部の全半球形鏡板の 2 ヶ所に、

冷却材出口ノズルについては原子炉容器の胴部の上部の 2ヶ所に取り付けられる。また、原子

炉容器の円筒胴の内部の下端付近には、炉心構造物を支持する炉心支持台（コアサポート）が

設けられる。１次冷却材は、冷却材入口ノズルより原子炉容器内に流入し、原子炉容器底部の

全半球形鏡板と炉心構造物の間に形成される高圧プレナムを経由して、炉心構造物内に導入さ

れる。その後、１次冷却材は、炉心構造物及び炉心構成要素を経由して、最終的に、冷却材出

口ノズルより流出する。なお、原子炉容器の上部には、回転プラグが設けられる。 

原子炉容器にあっては、原子炉容器本体が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、後述

する回転プラグは原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。原子炉冷却材バウンダリ又は

原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する機器は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時に生ずる衝撃、炉心の反応度の変化による荷重の増加、熱及び内圧による

クリープ歪み、膨張による熱応力その他の原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等の

バウンダリを構成する機器に加わる負荷に耐えるものとし、かつ、ナトリウムにより腐食する

おそれがないように、また、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時に瞬

間的破壊が生じないよう、十分な破壊じん性を有するように設計する。また、原子炉容器にお

いて冷却材を保持する部分については、二重構造（リークジャケットを有する構造）とすると

ともに、仕切板等により容積を制限することにより、万一、原子炉冷却材バウンダリの破損が

生じた場合においても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止し、１次冷却材の液位を

１次主冷却系による崩壊熱の除去に必要な高さ（原子炉容器通常ナトリウム液位－810mm）に

保持できるものとする。さらに、当該二重構造の間隙には、容器形状も考慮し、漏えいしたナ

トリウムが堆積する下部の適切な位置に、単純な構造を用いた信頼性の高いナトリウム漏えい

検出器を複数設けることで、原子炉冷却材バウンダリからの１次冷却材（ナトリウム）の漏え

いを速やかに、かつ、確実に検出できるものとする。なお、当該二重構造の間隙には、窒素ガ

ス予熱系の予熱用窒素ガス加熱器により加熱された窒素ガスを通気し、原子炉容器を予熱でき

るものとする。 

原子炉容器は、その上部フランジを、ペデスタル（原子炉建物の一部）に固定し、支持され

るものとする。また、原子炉容器の底部には、同心円筒振止め構造のスカートを設け、生体遮

へいコンクリート（原子炉建物の一部）で支持するものとし、原子炉容器の熱膨張を吸収する

一方で、地震力等による原子炉容器の振動を防止する。 

高速中性子が照射される炉心部付近の原子炉容器壁は、不連続点や応力集中が生じない形状

とするとともに、炉心の第 9、10列に装荷された遮へい集合体や炉心構造物の中性子遮へい体

（多層構造）等により、プラント寿命中の過度の高速中性子照射を防止し、有効運転時間 20年

間の寿命中に中性子照射に起因する損傷によって、原子炉の運転に支障が生じることがないも

のとし、かつ、原子炉容器は、中性子照射に起因する非延性破壊を考慮し、原子炉容器材料の

中性子照射による機械的性質の変化を監視するための各種試験片を、原子炉容器内で照射し、

定期的に取り出して、その健全性を確認できる構造とする。また、原子炉スクラム時の急激な
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熱衝撃を低減するため、原子炉容器内壁には、熱遮へい板を取り付けるものとする。原子炉容

器の主な仕様を以下に示す。 

 

型式 たて置円筒形二重容器 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼（ＳＵＳ３０４） 

全高 約 10m 

胴内径 約 3.6m 

胴厚さ 約 25mm 

高圧プレナム壁厚さ 約 25mm 

設計圧力 上部 1.0kg／cm2[gage]（約 98kPa[gage]） 

高圧プレナム 7.2kg／cm2[gage]（約 0.71MPa[gage]） 

運転圧力 上部 約 0.01kg／cm2[gage]以下（約 0.98kPa[gage]以下）（カバーガス部） 

高圧プレナム 約 5kg／cm2[gage]以下（約 0.49MPa[gage]以下） 

設計温度 550℃ 

運転温度 原子炉容器入口冷却材温度 約 350℃ 

原子炉容器出口冷却材温度 約 456℃ 

設計制限中性子照射量（＞1MeV） 1020n/cm2 

加熱冷却速度 50℃／h 

 

多量の放射性物質等を放出する事故等時 

原子炉容器には、多量の放射性物質等を放出するおそれがある事故のうち、原子炉容器

液位確保機能喪失による崩壊熱除去機能喪失又は交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液

位が確保された状態での崩壊熱除去機能喪失事象が発生した場合に、炉心の著しい損傷を防

止するため、コンクリート遮へい体冷却系により、原子炉容器外壁に窒素ガスを通気

し、原子炉停止後の炉心を冷却できるようにリークジャケットを整備する。 

リークジャケットは原子炉容器等の原子炉冷却材バウンダリの外周に独立に設置す

る。リークジャケットの主な仕様を以下に示す。 

 

材料 オーステナイト系ステンレス鋼（ＳＵＳ３０４） 

胴内径 約3.7m 

胴厚さ 約 12mm 
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第 3.11.1図 原子炉容器 
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3.12 放射線遮蔽体 

原子炉施設には、原子炉容器の上部には回転プラグを、原子炉容器の外側には遮へいグラフ

ァイト及び生体遮へい体を放射線遮蔽体として設ける。 

 

3.12.1 回転プラグ 

回転プラグは、大回転プラグ、小回転プラグ及び炉心上部機構から構成する。炉心上部機構

は小回転プラグに、小回転プラグは大回転プラグに設置される。また、小回転プラグには、炉

心上部機構の他に、燃料交換機用孔（燃料出入孔と兼用）及び炉内検査孔（A）等が、大回転プ

ラグには、小回転プラグの他に、炉内検査孔（B）及びマンホール等が設けられる。また、回転

プラグには、窒素ガス冷却管等が付属される。 

大回転プラグ及び小回転プラグは、異なる回転中心（偏心距離：500mm）を有し、独立に回転

することができる。大回転プラグ及び小回転プラグの回転は、それぞれのプラグの外周に設け

られた歯車を駆動することで行われる。なお、大回転プラグ及び小回転プラグの回転中にあっ

ては、大回転プラグ及び小回転プラグはそれぞれのプラグ上面のフランジ下部に設けたボール

ベアリングにより支持される。当該フランジには、センターホールジャッキ機構が取り付けら

れており、回転時にのみ、プラグの荷重がボールベアリングに負荷されるものとする。原子炉

運転中にあっては、小回転プラグは大回転プラグに、大回転プラグは、原子炉容器の上部フラ

ンジに直接支持されるため、ボールベアリングに負荷は生じない。また、原子炉カバーガス等

のバウンダリとしての気密確保は、液体金属シールとバックアップシールにより行う。 

回転プラグは、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの放射線の

遮蔽機能を有する。また、大回転プラグ及び小回転プラグは、燃料交換時において、小回転プ

ラグの上面に設置される燃料交換機を所定の位置に移動させる機能等を有する。大回転プラグ

の直径は最大約 4,700mm、小回転プラグの直径は最大約 2,870mm である。回転プラグの構造を

第 3.12.1図に示す。 

大回転プラグ及び小回転プラグに設ける遮蔽体は、4層に分類し、下方からステンレス鋼層、

グラファイト層、ほう素入り鋼層、炭素鋼層から構成する。なお、ステンレス鋼層の最下層に

位置する約 150mmの部分は、通常時において冷却材中に位置し、その発熱は、冷却材により除

熱される。なお、当該部は、原子炉容器内冷却材液面の変動を抑制し、ガスの巻き込みを防止

する機能も有する。また、大回転プラグ及び小回転プラグにおいて、原子炉容器内より上方に

伝導される熱は、窒素ガスにより除熱される。 

炉心上部機構は、通常運転時において、炉心の直上に位置し、遮蔽部、胴、整流板、熱電対

及び熱電対案内フィンガ等から構成する（第 3.12.2図参照）。上述のように、炉心上部機構は

回転プラグの一部として、原子炉カバーガス等のバウンダリを構成するとともに、炉心からの

放射線の遮蔽機能を有する。遮蔽部は、下方からステンレス鋼層、グラファイト層、ほう素入

り鋼層、炭素鋼層から構成する。原子炉容器内より上方に伝導される熱は、窒素ガスにより除

熱される。また、炉心上部機構は、その他に以下に示す主な機能を有する。 

（１）下部に設けた熱電対案内フィンガに熱電対を案内保護し、燃料集合体及びその周辺部

の集合体出口冷却材温度を測定する。なお、熱電対は、案内管により、炉心上部機構上

面から熱電対案内フィンガ先端に導入される。 
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（２）制御棒駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管を所定の貫通孔にて案内保護し、制御

棒を所定の位置に支持する。 

（３）計測線付Ｃ型照射燃料集合体を使用する際には、計測線付Ｃ型照射燃料集合体を所定

の貫通孔にて案内保護・支持する。貫通孔位置を第 3.12.3図に示す。 

（４）計測線付実験装置を使用する際には、計測線付実験装置を所定の貫通孔にて案内保

護・支持する。 

炉心上部機構の胴部は、熱電対案内フィンガ及び整流板等を保持するとともに、熱電対、制

御棒駆動機構及び制御棒駆動機構上部案内管、計測線付Ｃ型照射燃料集合体や計測線付実験装

置の案内保護を行うものとし、炉心上部機構は、熱変形・熱衝撃を十分に考慮し、制御棒駆動

機構及び制御棒駆動機構上部案内管による制御棒のラッチ、また、集合体出口冷却材温度の測

定を正しく行うことができるように、炉心と炉心上部機構の相対的位置が正しく保持されるよ

う注意して設計するものとする。なお、熱電対案内フィンガは、熱電対先端を保護するために、

整流板は、目的の集合体出口冷却材温度を可能な限り外乱を排除して測定するために設けられ

るものである。また、炉心上部機構のうち、高温の冷却材中に位置するものの材料には、オー

ステナイト系ステンレス鋼を使用するものとする。 

回転プラグの主な仕様を以下に示す。 

 

大回転プラグ及び小回転プラグ 

大回転プラグ最大直径 約 4,700mm 

小回転プラグ最大直径 約 2,870mm 

厚さ 約 2,500mm 

主要材料 ステンレス鋼、炭素鋼及びグラファイト 

シール方式 主シール 液体金属 

バックアップ ラバー 

回転速度 約 1／20r.p.m.         

炉心上部機構 

全高 約 6,300mm 

胴径 約 1,000mm 

熱電対案内フィンガ数 炉心及び周辺部 115本 
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第 3.12.2図 炉心上部機構 
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第 3.12.3図 貫通孔位置 
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5. 原子炉冷却系統施設 

 

5.2 １次主冷却系 

5.2.1 概要 

原子炉施設には、一次冷却設備として、１次主冷却系を設ける。１次主冷却系は、二つの

回路から構成し、各回路には１次主循環ポンプを、また、１次主循環ポンプ内の冷却材液面

を一定に保持するため、オーバフローカラムを設ける。１次冷却材には、液体ナトリウムが

用いられ、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、炉心の冷

却を行った後、又は原子炉停止時に原子炉容器内において発生した崩壊熱その他の残留熱を

除去した後、主中間熱交換器で２次冷却材と熱交換し、原子炉容器に還流する。１次主冷却

系は、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時において、予想される静

的及び動的圧力、熱応力、地震力等あるいはそれらの組合せに対し十分に耐えるように、ま

た、２次主冷却系と相まって、適切な冷却能力を有するように設計する。主な仕様を以下に

示す。 

 

原子炉熱出力 100MW 

全流量 約 2,700t／h 

ループ（回路）数 2回路 

1ループ当たりの流量 約 1,350t／h 

原子炉出口冷却材温度 約 456℃＊ 

原子炉入口冷却材温度 約 250～約 350℃ 

原子炉入口冷却材圧力 約 5kg／cm2[gage]（約 0.49MPa[gage]） 

＊：原子炉入口冷却材温度約 350℃における値である。 

設計温度 ホットレグ 550℃ 

コールドレグ 450℃  

 

5.2.2 主要設備 

5.2.2.1 主中間熱交換器 

主中間熱交換器は、１次主冷却系の二つのループに 1 基ずつ設けられる。主中間熱交換器

は、たて置シェルアンドチューブ型熱交換器（第 5.2.1 図参照）であり、１次冷却材は胴側

側面の１次入口ノズルから流入し、伝熱管外側を下向きに流れ、胴側下方の出口ノズルから

流出する。２次冷却材は上端中央入口ノズルから下降管を通って下部プレナムに入り伝熱管

内を上昇し、上部プレナムを通って上端の出口ノズルから流出する。主中間熱交換器は保守

点検が容易なように内部を引き出すことができる構造とする。また、下部プレナムの軸方向

変位を可能とすることによって、伝熱管の熱応力を緩和する。なお、１次冷却材（１次主冷

却系）の圧力は、２次冷却材（２次主冷却系）より低くするものとし、万一の伝熱管破損の

場合に、１次冷却材が２次冷却材中に流入し、１次冷却材中の放射性物質が、２次冷却材中

に混入すること（汚染が拡大すること）を防止できるものとする。主中間熱交換器の主な仕

様を以下に示す。 
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型式 たて置シェルアンドチューブ型 

基数 2基 

容量（定格） 50MW／基 

使用材料 ステンレス鋼 

設計圧力（耐圧部） 胴部 1kg／cm2[gage]（約 98kPa[gage]） 

管部 5kg／cm2[gage]（約 0.49MPa[gage]） 

設計温度 550℃ 

１次冷却材流量 約 1,350t／h／基 

２次冷却材流量 約 1,200t／h／基      

 

5.2.2.2 １次主循環ポンプ 

１次主循環ポンプは、１次主冷却系の二つのループに 1 基ずつ設けられる。１次主循環ポ

ンプは、たて軸自由液面型遠心式ポンプ（第 5.2.2図参照）であり、ポンプ本体（内部構造）

と本体を収納するアウターケーシングから構成する。ポンプ本体は、インペラ、ディフュー

ザ、軸、軸受、軸封機構、熱遮へい及びガンマ線遮へいプラグ等を組み立てたものであり、

メンテナンス時には、配管に溶接されたアウターケーシングを残して、ポンプ本体のみを引

き出すことができる構造を有する。外ケーシングのうち、冷却材であるナトリウムに接液す

る部分には、ジャケットを設け、二重構造とし、万一、当該部（原子炉冷却材バウンダリ）

の破損が生じた場合にあっても、冷却材であるナトリウムの漏えい拡大を防止できるものと

する。また、当該二重構造の間隙にナトリウム漏えい検出器を設けることで、ナトリウム漏

えいの早期検知を図る。 

主中間熱交換器出口から、１次主循環ポンプに流入する冷却材は、アウターケーシングの

吸込口から主循環ポンプ内部に導入され、インペラにより加圧された後、ディフューザを経

由し、高圧室を通過して、吐出口から流出する。また、高圧の冷却材の一部は、ポンプ本体

下部のナトリウム潤滑静圧軸受に供給され、当該静圧軸受から流出した冷却材は、主循環ポ

ンプ内の冷却材液面を一定に保持するために設けたオーバフローノズルからオーバフローカ

ラムに導入される。 

１次主循環ポンプは、冷却材の自由液面を有する。当該自由液面のカバーガスとしてアル

ゴンガスを用いる。また、その原子炉カバーガス等のバウンダリにおいては、メカニカルシ

ールを使用する。１次主循環ポンプのメカニカルシール及び軸受には、潤滑油を用いるもの

とするが、潤滑油の供給等に用いる潤滑油ポンプ等については、密封回路とし、カバーガス

の漏えいを防止できるものとするとともに、供給した潤滑油が冷却材中に混入することを防

止できる構造とする。 

ポンプ本体は、軸継手を介して、その上部に設置された駆動用主電動機と接続される。１

次主循環ポンプの流量は、当該主電動機の回転数を制御することで調整する。流量調整範囲

は、約 10～100％の間で連続可変とする。また、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故

時（外部電源喪失時及び１次主循環ポンプに係る故障時を除く。）には、１次主循環ポンプの

回転数が約 10秒の時定数で慣性降下するものとし、１次主循環ポンプの駆動用主電動機によ

[82]



55条-添付 4-13 

 

る強制循環運転（低速運転：ランバック制御）にて一定流量で運転できるものとする。なお、

１次主循環ポンプの駆動用主電動機の電源が喪失した場合にあっては、１次主循環ポンプの

回転数が約 10秒の時定数で慣性降下し、１次主循環ポンプのポニーモータによる強制循環運

転による一定流量運転に移行するものとする。１次主循環ポンプの主な仕様を以下に示す。 

 

型式 たて軸自由液面型遠心式 

基数 2基 

容量（定格） 約 1,350t／h／基 

揚程（定格） 約 60mNa 

運転温度 約 350℃ 

設計温度 450℃ 

 

5.2.2.3 配管 

１次冷却材は、原子炉容器出口ノズルより流出し、主中間熱交換器及び１次主循環ポンプ

を経由して、原子炉容器入口ノズルから原子炉容器内に還流する。これらの機器を接続する

配管は、ステンレス鋼製の二重管構造（配管（内側）及び配管（外側）から構成）とし、万

一、原子炉冷却材バウンダリである配管（内側）の破損が生じた場合にあっても、冷却材で

あるナトリウムの漏えい拡大を防止できるものとする。また、１次主冷却系には、１次主循

環ポンプ内の冷却材液面を一定に保持するためのオーバフローカラム、及び原子炉容器入口

ノズルの上流に原子炉容器内の１次冷却材が逆流することを防止するための逆止弁を設ける。

配管の主な仕様を以下に示す。 

 

材質 ステンレス鋼 

外形寸法 約 510mm（原子炉容器出口配管） 

 

5.2.2.4 多量の放射性物質等を放出する事故等時 

１次主冷却系は、多量の放射性物質等を放出するおそれがある事故のうち、１次主冷却系

配管において設計基準の範囲を超えて冷却材が漏えいし、原子炉容器液位確保機能喪失によ

る崩壊熱除去機能喪失事象が発生した場合に、炉心の著しい損傷を防止するため、補助冷却

設備による炉心冷却に必要な原子炉容器液位（原子炉容器通常ナトリウム液位－4,000mm）を

確保するものとする。 

原子炉容器入口配管の高所部は、補助冷却設備による炉心冷却に必要な原子炉容器液位よ

りも高い位置とし、かつ、冷却材漏えい時に受動的に機能する１次主冷却系サイフォンブレ

ーク配管を設けることで、１次主冷却系において、設計基準の範囲を超えて冷却材が漏えい

した場合にあっても、補助冷却設備による炉心冷却に必要な原子炉容器液位を確保する設計

とする。 
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第 5.2.1図 主中間熱交換器  
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第 5.2.2図 １次主循環ポンプ 
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5.8 アルゴンガス設備 

原子炉施設には、原子炉容器、１次主冷却系、２次主冷却系及びその他設備における冷却材の

自由液面のカバーガスとしてアルゴンガスを供給等するためのアルゴンガス設備を設ける。アル

ゴンガス設備は、１次アルゴンガス系及び２次アルゴンガス系等から構成する。なお、アルゴン

ガスは、カバーガスとして供給される他に、シールガス及びパージガスとしても使用される。 

（１）１次アルゴンガス系 

１次アルゴンガス系は、１次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備で

あり、供給タンク、呼吸ガス圧力調整ヘッダ、低圧タンク及び真空ポンプ等から構成する（第

5.8.1 図参照）。１次主冷却系等のカバーガスの圧力は、通常運転時において、格納容器内

の圧力に対して微正圧に制御される。１次主冷却系等のカバーガスは、呼吸ガス圧力調整ヘ

ッダと連通しており、呼吸ガス圧力調整ヘッダは、供給タンク及び低圧タンクに接続される。

これらの構成機器、配管のうち、ナトリウムが到達する可能性がある主な配管及び呼吸ガス

圧力調整ヘッダ等はステンレス鋼を用い、その他の供給タンク及び低圧タンク等には炭素

鋼を用いる。カバーガスの圧力は、冷却材の温度変化により変動するため、呼吸ガス圧力調

整ヘッダ等に圧力計を設置して監視し、圧力が上昇した際には、呼吸ガス圧力調整ヘッダよ

り低圧タンクにアルゴンガスを排気することで、圧力が低下した際には、供給タンクより呼

吸ガス圧力調整ヘッダにアルゴンガスを供給することで、カバーガスの圧力を定められた

範囲内（約 0.2～約 1.0kPa[gage]）に制御する。また、この圧力計によりカバーガスの圧力

を監視するとともに、圧力が低下した際の供給弁の「開」動作の頻度を中央制御室の制御盤

の動作信号により監視することで、原子炉カバーガス等のバウンダリからの原子炉カバー

ガスの漏えいを検出する。なお、低圧タンクに排気されたアルゴンガスは、必要の都度、気

体廃棄物処理設備に排出される。また、供給タンクのアルゴンガスは、回転プラグのシール

ガスや核燃料物質取扱設備のパージガスとしても使用される。真空ポンプは、ナトリウムの

初期充填時に原子炉容器や１次主冷却系等の内部空気を排出するために用いられるもので

ある。 

 

多量の放射性物質等を放出する事故等時 

多量の放射性物質等を放出する事故のうち、原子炉容器液位確保機能喪失による崩壊熱

除去機能喪失又は交流動力電源が存在し、かつ原子炉容器液位が確保された状態での崩壊

熱除去機能喪失事象により炉心が著しく損傷し、原子炉冷却材ナトリウムの蒸発により、

主中間熱交換器及び補助中間熱交換器の原子炉冷却材バウンダリ（1 次・2 次境界）が過

圧されることを防止するため、１次アルゴンガス系に、圧力が約10kPaまで上昇した場合

に、受動的に開放する安全板を整備する（第5.8.1図参照）。 

 

（２）２次アルゴンガス系 

２次アルゴンガス系は、２次主冷却系等に必要なアルゴンガスを供給するための設備で

あり、呼吸ヘッダ及び真空ポンプ等から構成する。２次主冷却系等のカバーガスの圧力は、

１次主冷却系等のカバーガスの圧力よりも高くなるように保持し、主中間熱交換器におい

て、１次冷却材（１次主冷却系）の圧力が、２次冷却材（２次主冷却系）より低くするもの
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とし、万一の伝熱管破損の場合に、１次冷却材が２次冷却材中に流入し、１次冷却材中の放

射性物質が、２次冷却材中に混入すること（汚染が拡大すること）を防止できるものとする。

なお、２次主冷却系等のカバーガスは、放射性物質を有しないため、排気されたアルゴンガ

スは、直接大気中に放出される。真空ポンプは、１次アルゴンガス系と同様に、ナトリウム

の初期充填時に２次主冷却系等の内部空気を排出するために用いられるものである。 

 

原子炉冷却系統施設にあっては、１次主冷却系、１次補助冷却系及びナトリウム充填・ドレン

設備の一部が原子炉冷却材バウンダリに該当する。また、１次主冷却系、２次主冷却系及びその

他の設備にあっては、冷却材の自由液面を有するものがある。当該自由液面のカバーガスとして

アルゴンガスを用いるため、１次主循環ポンプ、オーバフローカラム及び１次アルゴンガス系の

一部が原子炉カバーガス等のバウンダリに該当する。 

 

5.9 ナトリウム予熱設備 

原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリの必要な箇所には、ナトリウム

を液体の状態に保つことができるように、ナトリウム予熱設備を設ける。また、ナトリウム及び

カバーガスを保有する設備（原子炉冷却材バウンダリ及び原子炉カバーガス等のバウンダリを除

く。）にも、同様に、必要な箇所には、ナトリウムを液体の状態に保つことができるようにナトリ

ウム予熱設備を設ける。ナトリウム予熱設備は、１次冷却系予熱設備及び２次冷却系予熱設備か

ら構成し、必要な機器・配管を約 150℃に予熱できるものとする。 

１次冷却系予熱設備は、窒素ガス予熱系及び電気ヒータ予熱系から構成する。窒素ガス予熱系

は、原子炉冷却材バウンダリを構成する原子炉容器、主中間熱交換器、１次主循環ポンプ及び配

管等の二重構造を有する機器等に用いられるものであり、予熱用窒素ガス加熱器により加熱され

た窒素ガスを二重構造の間隙に通気することで機器等を予熱する。電気ヒータ予熱系は、上記以

外の機器等に用いられ、機器等の外側に設置した電気ヒータにより機器等を予熱する。２次冷却

系予熱設備は、電気ヒータ等から構成し、機器等の外側に設置した電気ヒータにより機器等を予

熱する。 
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